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第１ 外部監査の概要

１．外部監査の種類
地方自治法（以下、「法」という。）第２５２条の３７第１項、第２項及び第４項並びに愛媛県

外部監査契約に基づく監査に関する条例第２条による包括外部監査

２．選定した特定の事件（監査テーマ）
� 外部監査の対象

県が２５％以上を出資する法人（以下、「外郭団体」という。）への補助及び委託について

� 監査対象期間

原則として平成１４年度（必要に応じて、過年度についても対象とした。）

� 対象とした外郭団体

愛媛県は２９の外郭団体を有しており、出資比率別・出資先別の法人数内訳は、次のとお

りである。

県出資法人数の明細（県の出資比率が２５％以上の法人の数）（平成１５．４．１現在）

区分 財団法人 社団法人 社会福祉
法 人 特別法人 商法法人 計

５０％以上 １０ ０ １ ３ ０ １４
２５％以上 ８ ２ ０ １ ４ １５
計 １８ ２ １ ４ ４ ２９

今回監査対象 ６ ０ １ ０ ４ １１

全法人の経営状況は次表「平成１４年度外郭団体への補助金と外郭団体の損益の状況」の

とおりである。

このうち、平成１４年度の県補助金・委託料が多い法人で、過去に包括外部監査の対象と

なっていない次の法人について監査を行った。なお、�愛媛県廃棄物処理センターは、平
成１４年度損失が多額のため監査対象に含めた。

（公益法人等）

１ 社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団

２ 財団法人愛媛県スポーツ振興事業団

３ 財団法人愛媛県埋蔵文化財調査センター

４ 財団法人愛媛県文化振興財団

５ 財団法人愛媛県動物園協会

６ 財団法人えひめ女性財団

７ 財団法人愛媛県廃棄物処理センター

（３セク）

８ 南レク株式会社

９ 松山空港ビル株式会社

１０ 愛媛エフ・エー・ゼット株式会社

１１ 松山観光港ターミナル株式会社

１



＜平成１４年度外郭団体への補助金と外郭団体の損益の状況＞

（県補助金・委託料が多い順） （単位：百万円）

法人名 県出資額 出資比率
（％）

県補助金
・委託料

１４年度
損 益 所管部局

包括外部
監査実施
の 有 無

１（社福）愛媛県社会福祉事業団 １０ １００ １，７９２ ０ 保健福祉部 �

２ �えひめ産業振興財団 ９５０ ３８ ７２３ ３３ 経済労働部 ○

３ �愛媛県動物園協会 １０ ５０ ５７８ △１ 土木部 �

４ �愛媛県文化振興財団 １，２００ ７９ ５１５ △２９ 教育委員会 �

５ 南レク� ４０１ ２７ ５０１ △５５ 土木部 �

６ 愛媛県土地開発公社 ３０ １００ ４０５ △３３ 土木部 ○

７ �愛媛県埋蔵文化財調査センター ５ １００ ３８４ １８ 教育委員会 �

８ 愛媛エフ・エー・ゼット� ９３６ ２７ ３７４ △３５ 経済労働部 �

９ �愛媛県スポーツ振興事業団 ５００ ６７ ３０１ △３ 教育委員会 �

１０ �えひめ女性財団 １，０００ １００ １２６ △３ 県民環境部 �

１１ �愛媛県長寿社会振興協会 ３０ ６０ １０２ １ 保健福祉部

１２ �えひめ農林漁業担い手育成公社 １１ ７１ １００ １，３３６ 農林水産部 ○

１３ 愛媛県信用保証協会 ３，２７８ ２９ ７５ ７３ 経済労働部

１４ �愛媛の森林基金 ４００ ３８ ５５ △７ 農林水産部

１５ 松山空港ビル� ３００ ２７ ４４ １５０ 企画情報部 �

１６ 松山観光港ターミナル� ２５６ ４３ ４３ １６ 土木部 �

１７ �愛媛県国際交流協会 １，０００ ６７ ３５ １ 企画情報部

１８ �愛媛県廃棄物処理センター ３ ２５ ３４ △２２６ 県民環境部 �

１９ �愛媛県野菜価格安定基金協会 ２０ ２８ ３０ ３６ 農林水産部

２０ �伊方原子力広報センター ２ ３３ ２３ １ 経済労働部

２１ 愛媛県住宅供給公社 ５０ １００ １０ △７ 土木部 ○

２２ �愛媛県果実生産出荷安定基金協会 ２５ ２５ ８ △７ 農林水産部

２３ �愛媛県栽培漁業基金 ６６５ ３３ ３ △２ 農林水産部

２４ �愛媛県暴力追放推進センター ３００ ５０ １ △１２ 警察本部

２５ �愛媛県保健医療財団 ５００ ８３ ０ ０ 保健福祉部

２６ �愛媛県篤志献体協会 １０ ３８ ０ ０ 保健福祉部

２７ �松山コンベンションビューロー １５０ ２９ ０ ０ 経済労働部

２８ �愛媛県水産振興基金 １２０ ２８ ０ △２ 農林水産部

２９ 愛媛県道路公社 ９２１ １００ ０ ０ 土木部 ○

合 計 １３，０８２ ６，２６３

（注）
１ １４年度損益は、株式会社は税引き後損益、その他法人は正味財産の増減額である。委託料は消
費税を含んでいる。

２ 包括外部監査実施の有無の欄中、◎は１５年度に監査を実施したもの、○は１４年度以前に対象と
なったものである。

３ �えひめ農林漁業担い手育成公社の損益計上額のうち１３億円は、�愛媛県農林漁業後継者育成
基金から引き継いだことによる。

２



３．特定の事件を選定した理由
県行政システム改革大綱では、県出資法人の統廃合と自立化に向けた県の関与の見直しが

重点施策に挙げられている。おりしも、平成１５年９月には指定管理者制度（＊１）が施行さ

れ、施設の管理及び運営に関して民間事業者への管理委任が可能となり、外郭団体との競争

原理が機能することが期待され、外郭団体は、経営合理化の正念場を迎えることとなった。

外郭団体の自立とガバナンスは、行政及び財政両面から緊急かつ重要課題と認識しており、

外郭団体の事業運営に関する３Ｅ監査（＊２）の視点を含めて、監査を実施することとした。

県から外郭団体へは、補助金及び委託料の形態で多額の公金支出（平成１４年度総額約６３億

円）がなされ、かつ、各法人の幹部職員には、県ＯＢ及び派遣職員が就任するなど人的交流

も多い。また、業務遂行に当たっては、外郭団体から他の業者へ外部委託していることが多

い。

そこで、県における公金支出、外郭団体における補助金及び委託料等の使途といった一連

の経済行為（出納その他の事務）について、事業全体の収支を明らかにするとともに、有効

性・効率性・経済性の観点から外郭団体を監査する必要があると考えた。

＊１：指定管理者制度：住民利用施設など、法に基づく〔公の施設〕の管理に関して、従

来の公共的法人等への「管理委託制度」に代わり、議会の議決を経て指定される「指

定管理者」に管理を委任する制度。指定管理者の範囲には、特に制約を設けず民間

事業者も含まれる。移行期限は平成１８年９月。詳細は「第２．７．指定管理者制度」

を参照。

＊２：３Ｅ＝有効性（Effectiveness）・効率性（Efficiency）・経済性（Economy）

４．外部監査の方法
� 監査の要点

� 県から外郭団体への補助金及び委託料の支払事務並びに外郭団体での収納事務が法令

等に準拠して正しく会計処理されているかどうか。また、外郭団体が料金徴収して県へ

納付する手続き並びに県での収納処理が法令等に準拠して正しく会計処理されているか

どうか。

� 外郭団体の経営（組織・人事を含む）が経済的・効率的に運営されているかどうか。

� 県と外郭団体との関係は民間の親会社と子会社の関係に相当すると考えられ、財政援

助団体の経営のガバナンスに関する県の役割と責任が明確にされているかどうか。

� 外郭団体の経営コストの重要項目は、人件費と委託費であるため、その内容を合理的

経営の観点から調査・分析して評価並びに改善案を提言する。

人 件 費：必要最小限の人数と人件費を考慮して運営しているか。派遣職員、県

ＯＢの有無と職務内容から見ての必要性・妥当性を監査する。

外部委託費：業者選定及び契約金額を調査し、合規性・経済性の観点から監査する。

その他経費：改善すべき指摘事項の有無を調査する。

� 「公益法人会計基準」及び「社会福祉法人会計基準」等に照らし、ディスクローズの

妥当性について監査する。

� 県が事業を運営することについての目的妥当性及び有効性を監査する。

以上の６項目を監査要点とし、事実の開示、評価と問題点、結果及び改善提案を示すよ

３



う心がけて報告することとした。

� 監査手続

� 県外郭団体所管課等へのヒアリング（課長及び担当者）

� ディスクロージャー書類及び会計帳簿について分析・関係書類とのチェック

� 外郭団体の現地視察（施設の視察と業務の実態把握）並びに責任者へのヒアリング（社

長・理事長、専務・常務、事務局長、課長等）

５．外部監査の実施期間
平成１５年６月３日から平成１６年２月１６日まで

６．外部監査人補助者の資格及び人数
公認会計士 ４名

７．利害関係
包括外部監査の対象とした事件につき、法第２５２条の２９の規定により記載すべき利害関係

はない。

４



第２監査の結果

１．外郭団体の経営状況
� 監査対象法人の経営状況一覧

監査対象とした１１法人の損益及び財産の状況は次のとおりである。

＜監査対象法人の経営概況＞（平成１４年度） （単位：百万円）

法人名 設立 基本金

損益計算書 貸借対照表

剰余金当期収
入額

うち補助
金委託料

県への
依存率

正味財産
増減額 資産合計 負債合計 正味財産

公益法人等 � � � �÷� � � � � �－�
（社福）愛媛県社会福
祉事業団 昭和４７ １０ ２，５００ １，７９２ ７２％ ０ ４，４２３ ２８５ ４，１３８ ４，１２８

�愛媛県スポーツ振
興事業団 昭和４９ ７５０ ３１０ ２８９ ９３％ △３ ８４５ ９５ ７４９ △１

�愛媛県埋蔵文化財
調査センター 昭和５２ ５ ８０１ ３８４ ４８％ １８ ２６５ ８７ １７８ １７３

�愛媛県文化振興財
団 昭和５５ １，５１７ ６３５ ５１５ ８１％ △２９ １，９９６ １９０ １，８０６ ２８９

�愛媛県動物園協会 昭和６２ ２０ ７１８ ５７８ ８１％ △１ ２８１ １６４ １１７ ９７

�えひめ女性財団 平成３ １，０００ １３８ １２６ ９１％ △３ １，０３９ ２７ １，０１２ １２

�愛媛県廃棄物処理
センター 平成５ １０ ２，７０１ ３４ １％ △２２６ ５，２８８ ５，３４５ △５７ △６７

３セク（株式会社） 資本金 売上高 うち補助
金委託料

県への
依存率 当期利益 資産合計 負債合計 資本合計 剰余金

南レク	 昭和４８ １，５００ ６８８ ４７８ ６９％ △５５ ６９９ １７１ ５２８ △９７２

松山空港ビル	 昭和５３ １，１２５ １，８０７ ４４ ２％ １５０ ５，６４２ ３，９０４ １，７３８ ６１３

愛媛エフ・エー・ゼッ
ト	 平成５ ３，４２７ ９６９ ３５７ ３７％ △３５ ７，２３１ ３，７０５ ３，５２６ ９９

松山観光港ターミナ
ル	 平成１０ ６００ １８０ ４２ ２３％ １６ ９１１ ３０５ ６０６ ６

合 計 ９，９６４１１，４４８ ４，６３９ △１６８２８，６１８１４，２７６１４，３４２ ４，３７８

�１．公益法人等と株式会社に分けて、設立年代順に表示している。
２．いくつかの公益法人等で剰余金が計上されているが、事業利益によるものではない。（社福）愛媛県

社会福祉事業団の剰余金４１億２８百万円は多額であるが、その内容は、県からの拠出金を基にした数
種の基金（地域福祉基金３７億円他）であり、「６．資金の有効性と課題�（社福）愛媛県社会福祉事
業団が保有する基金の有効性」として検討する。

� 結合損益計算書の試算

会計の役割は、言語機能（説明・説得、アカウンタビリティともいう。）であり、経営

の実態をできる限り正しく表現するものでなければならない。多くの事業は人・物・金を

総合的に活用して実施されているが、自治体の事業においては施設や収支が管理委託等の

関係で県と外郭団体とに分かれているため、公表されている外郭団体の決算書からだけで

は事業の実態が見えにくい。
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事業の実態を明らかにし、県の事業収支と法人の損益をトータルで評価するため、監査

対象とした１１法人の公表財務諸表の数値に対して県の収支を加算・減算修正して、平成１４

年度の結合経常損益を試算してみる。

結合損益計算書作成のための修正項目は、次のとおりである。

� 売上修正：県収入の利用料金等収入を加算し、県からの委託料及び補助金を減算

� 経費修正：県が支出した補助金・委託料以外の経費支出を経費として減算

� 経費修正：建設費の減価償却費（県担当者が試算）を経費として減算

� 経費修正：県が支出した支払利息を経費として減算

ただし、支払利息は、重要性の観点により、平成５年度以降に建設された県施設のため

の起債の平成１４年度金利負担分だけに限定した。

以上の結果は、次のとおりである。

県と法人を結合した損益状況（平成１４年度） （単位：百万円）

法人名

法人単体 平成１４年度損益の修正
事業合計

主施設の
所 有 者

損益計算書 売上高修正 財産 県の支出

当期損益
当期収
入・売
上

当 期
損 益

利用料
金等収
入

委託料
・

補助金
減価償
却費

支 払
利 息

その他
経 費

＋ － － － －
（社福）愛媛県社会
福祉事業団 ２，５００ ０ ８１３ １，７９２ １６８ ２３１ １２ △１，３９０ 愛媛県

�愛媛県文化振興
財団 ６３５ △２９ １７２ ５１５ ３８３ ２ △７５７ 愛媛県

愛媛エフ・エー・
ゼット� ９６９ △３５ １５８ ３５７ ２３０ ２４４ ３ △７１１ 自社・県

�愛媛県動物園協
会 ７１８ △１ １０９ ５７８ ９２ ６ △５６８ 愛媛県

南レク� ６８８ △５５ ５６ ４７８ ２６ ３０ △５３３ 愛媛県

�愛媛県スポーツ
振興事業団 ３１０ △３ ２６ ２８９ ５５ ９９ △４２０ 愛媛県

�愛媛県埋蔵文化
財調査センター ８０１ １８ １１ ３８４ １４ ５ ３６ △４１０ 愛媛県

�愛媛県廃棄物処
理センター ２，７０１ △２２６ ３４ △２６０ 自社

�えひめ女性財団 １３８ △３ ６ １２６ ２２ ２ △１４７ 愛媛県

松山観光港ターミ
ナル� １８０ １６ １ ４２ ２０ △４５ 共有

松山空港ビル� １，８０７ １５０ ４４ １０６ 自社

１１法人合計 １１，４４８ △１６８ １，３５２ ４，６３９ １，０１０ ４８０ １９０ △５，１３５

ソート：事業合計・当期損失の大きい順に並び替えている。
注１．支払利息は、平成５年度以降に建設された県有施設の起債について調査した。
２．「当期損益」は、公益法人の場合「正味財産増減計算書」の当期正味財産増加額（△は減少額）で

ある。
３．「工事請負費支出」は、資本的支出なので「その他経費」から控除した。
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� 経営状況の分析及び評価

（結合損益について）

法人単独の決算書による１１法人の当期損益合計は１億６８百万円の赤字であるのに対し、

結合損益計算による事業損益は５１億３５百万円の赤字となった。

差額は、県の事業収支を加減算したために生じたものであるが、その内訳は、利用料金

等 収入１３億５２百万円を加算して、委託料・補助金４６億３９百万円、減価償却費１０億１０百万

円、支払利息４億８０百万円及びその他経費１億９０百万円を差し引いた結果である。

� 法人単体の損益で１億円超の赤字は、１法人（�愛媛県廃棄物処理センター）であっ
たが、同一の基準により県と法人を合算した事業損益で比較してみると、９法人の結合

損益が１億円以上の赤字になっている。

� �愛媛県廃棄物処理センターは２２６百万円の当期損失であるが、法人で固定資産及び
借入金を有していることに起因している。この結果、施設の管理委託料は県からもらえ

ず、かつ、施設管理費用及び借入金利息を自己負担しなければならない構造となってい

る点が、他の法人と大きく異なる。観点を変えれば、事業の実態を最もよく表す経営と

会計を行っているといえる。すなわち、�愛媛県廃棄物処理センターは、法人単独の決
算書が事業実態を表しているのに対し、他の法人は、県の収支会計と合算して初めて事

業損益の実態を把握することができるのである。

� 南レク�は、県が設備費用及び借入金利息を負担しているにもかかわらず、収入に占
める県の委託料収入の割合が高い。営利企業でありながら法人単体で赤字（△５５百万円）

となっていることは事業の経済性・効率性に問題があると考えられる。

事業売上の減少傾向は顕著であり、かつ、委託管理費用を含めてコストは高止まりし

ているため、南レク事業の有効性も含めて別途検討する必要がある。

� 愛媛エフ・エー・ゼット�単独では、貸借対照表の剰余金９９百万円となっているが、
県の所有するアイテムえひめの建設に係る起債利息やアイテム施設の減価償却等は県の

負担であるため、愛媛県との結合損益においては、「愛媛エフ・エー・ゼット�と県の
結合損益年度推移」（５．�アイテムえひめの表参照）のとおり約５０億円の累積損失となっ
ている。これについては、現状分析と課題について別途検討する。

� （社福）愛媛県社会福祉事業団の単独の損益はゼロであったが、県と結合した場合には
１３億９０百万円の赤字となっていた。主な原因は、平成１０年に建設した大型児童館「えひ

めこどもの城」の維持管理が高コスト体質になっていることにある。本来の児童福祉の

事業に要するコストは少額であるのに比べて、施設の維持管理に莫大なコストを費やし

ており、事業の有効性（コストに見合う事業効果）に疑問がある。

（社福）愛媛県社会福祉事業団の詳細は「５．	えひめこどもの城」で検討する。

 公の施設の管理を外郭団体に委託しているが、委託料の主たる内容は、人件費と施設

管理の外部への再委託費である。人件費・外部委託費・その他経費の経済性については

「８．外郭団体経営における経済性」で検討する。

� 公共のサービス・福祉向上のためといえども、事業経営の経済性・効率性、すなわち

最少コストで最大効果の発揮が求められるものであり、サービスの向上と採算性が要求

される。県と法人との結合損益の数値からは事業の採算性が良いとは言えず、経営構造

７



上の問題があると考えられる。

事業の経済性・効率性を評価するためには、経営管理体制すなわち役員体制や人事制

度の実態にも立ち入る必要がある。これらのことは事業経営に直接影響し、県の財政支

出と密接に繋がっていると考えるからである。これらの問題点について「３．事業運営

の効率性」として調査・検討する。

（まとめ）

� これからは、指定管理者制度へ移行することにより、公の施設の管理を民間事業者へ

委任することも可能となり、管理業者選定と委託料の決定過程で県の責任と力量が問わ

れることになる。同時に、現に存在する外郭団体の体質強化をいかにすべきかが新たな

課題となってきた。

委託料・補助金の推移を年度別に見てみると、あたかも固定費のように横ばいで推移

しているかまたは増加してきた。これは、公の施設管理を外郭団体に委託することによ

り、県が管理責任を外郭団体に転嫁し、県及び外郭団体が外部委託費等の管理コストの

合理化努力を怠ったためと考えられる。

しかしながら、管理会計で考えるならば、外部委託費は、競争原理と外郭団体の経営

の創意工夫によりコスト低減が可能な経費、すなわち管理可能費と考えることができ、

外郭団体の経営改革の余地は多分に残されている。

� 公の施設は、住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設であり、

民間では不採算で手をつけない事業であっても、県の事業として必要とされる事業があ

る。そのために税金を投入するのであるが、最少のコストで最大の効果を生むよう努力

しているかどうかが常に問われ、外郭団体と県には状況報告と説明を行う責任がある。

その手段が会計である。

決算数値からの現状認識を元にして、県及び外郭団体を含めた事業の有効性・効率性・

経済性の観点から監査を行い、項目ごとに事実の開示並びに評価・問題点を指摘し、行

政改革に必要と思われる提案をしたい。主な項目は、次のとおりである。

（項目）１．補助金・委託料の支出事務の合規性

２．事業運営の効率性：組織・人事について

３．公益法人会計基準等への準拠性

４．事業の有効性、統合・廃止の検討

５．資金の有効性と課題

� 基本金（基本財産）の有効性

� （社福）愛媛県社会福祉事業団が特別会計として保有する資金の有効性
６．指定管理者制度への対応（意見）

７．外郭団体経営における経済性

� 人件費

� 外部委託費

� その他経費
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２．補助金・委託料の支出事務及び料金収納事務
� 補助金及び委託料の支出事務

県から外郭団体への補助金及び委託料の支出事務が、法令等に準拠して正しく会計処理

されているかどうか検討した。

補助金及び委託料の申請手続き書類、金銭出納の事務処理を証拠書類により確かめた結

果、県の条例及び会計の諸規程に準拠しており、指摘すべき問題点はなかった。

� 料金収納事務

外郭団体が料金徴収して県へ納付する手続き並びに県での収納処理が、法令等に準拠し

て正しく会計処理されているかどうか検討した。

料金徴収事務及び県への納付手続き書類並びに金銭出納の事務処理を証拠書類により確

かめた結果、県の条例及び会計の諸規程に準拠しており、指摘すべき問題点はなかった。

なお、補助金及び委託料の支出事務に関しては合規性の観点から問題点の指摘はないが、

支払われた資金が有効に使用されているかどうかについては、外郭団体に委ねられている。

その監査結果は「８．外郭団体経営における経済性」で報告する。

３．事業運営の効率性
（公の施設の意義と課題）

公の施設は、住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設（法第２４４

条第１項）であり、すべての住民に公平に利用されることを目的とする施設である。

公の施設は、行政の政策分担組織に対応して予算が執行責任部局に配分されて運営が行わ

れている。団体によっては施設別に主管課（＊）が複数に分散し、さらに、各課より所管の

外郭団体等に運営管理委託がなされている。

事業経営には持続的革新が求められ、主管課が予算執行事務として個別対応するだけでは

不十分であり、他法人に事業運営を委託する以上は、常に外郭団体自体の経営責任と効率性

を問うことは当然である。すなわち、自治体においてもコーポレートガバナンスが求められ

ており、首長はその責任者であると考える。

＊：「施設別の県収支及び主管課一覧表」（７．�制度導入を検討すべき施設の表）を参照。

� 役員等の執行体制

Ａ：現況

民間会社において事業経営の成否は、トップマネジメント（経営責任者）によって決ま

ることは論を待たないが、外郭団体の経営効率及び事業の有効性においても然りである。

監査対象法人の経営陣の実態を把握するために、３種の表を作成した。

＜役員・職員の状況＞

監査対象法人の概要より役員・職員の人数について県との関係を要約。

視点は、経営責任を果たすことが期待できる常勤のマネジメントがいるかどうかにある。

＜県ＯＢ及び派遣職員の状況＞

法人別に県ＯＢと派遣職員数の推移並びに人件費の額を調査。

県が関与する人事制度は制度的なものかどうかを判断するために、人員の推移と人件費
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を調査した。

＜県ＯＢ再就職一覧＞

県ＯＢの外郭団体再就職先と前職並びに前任者の在職年数を調査。

業務との関連性・必要性：経営者は、法人経営の経済性と効率性並びに事業の有効性を

左右する人物であるため、経営者層の県ＯＢについて前職と在職年数を調査した。

＜役員・職員の状況（人数）＞ （平成１５年４月１日現在）

法人名

区分

（社福）
愛媛県
社会福
祉事業
団

�愛媛
県廃棄
物処理
センタ
ー

�えひ
め女性
財団

�愛媛
県動物
園協会

�愛媛
県文化
振興財
団

�愛媛
県スポ
ーツ振
興事業
団

�愛媛
県埋蔵
文化財
調査セ
ンター

南レク
�

愛媛エ
フ・エ
ー ・
ゼット
�

松山観
光港タ
ーミナ
ル�

松山空
港ビル
�

役員

常勤 ２ ０ １ １ １ １ １ ３ ４ ２ ３

うち県ＯＢ （２） （０） （１） （１） （１） （１） （１） （３） （１） （１） （１）

非常勤 １０ １９ １７ １１ １７ １７ １２ １３ １８ ９ １３

うち県兼務 （１） （２） （１） （３） （１） （３） （５） （１） （２） （１） （１）

計 １２ １９ １８ １２ １８ １８ １３ １６ ２２ １１ １６

職員

常勤 １５７ ５ １１ ５０ ２７ ２２ ５２ ５５ ３４ ３ ２６

うち県ＯＢ （１３） （１） （１） （１） （５） （４） （１） （０） （０） （０） （１）

うち県派遣 （８） （１） （５） （９） （４） （５）（１８） （０） （０） （０） （０）

非常勤 ６６ ９ ７ ４ １ ８ ０ ０ ０ ０ １８

うち県兼務 （０） （９） （３） （０） （０） （０） （０） （０） （０） （０） （０）

計 ２２３ １４ １８ ５４ ２８ ３０ ５２ ５５ ３４ ３ ４４

合 計 ２３５ ３３ ３６ ６６ ４６ ４８ ６５ ７１ ５６ １４ ６０

（コメント）

役員のうち県ＯＢは常勤である。又、県ＯＢを除く愛媛エフ・エー・ゼット�、松山
観光港ターミナル�及び松山空港ビル�の常勤役員も出資団体からのＯＢ若しくは出向
者である。

職員のうち県ＯＢは常勤である。（社福）愛媛県社会福祉事業団は事業所の数が多いた

め、県ＯＢの数も多い。
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＜県ＯＢ及び派遣職員の状況＞ （各年４月１日現在）

法人名
１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １４年度の人件費（千円）

ＯＢ 派遣 ＯＢ 派遣 ＯＢ 派遣 ＯＢ 派遣 ＯＢ 派遣 ＯＢ 派遣 ＯＢ平
均

派遣平
均

公

益

法

人

等

（社福）愛媛県社会
福祉事業団 ２２人 ８人１９人１５人１７人１４人１４人１４人１４人 ９人 ６４，８２４ ８２，８８７ ４，６３０ ９，２１０

�愛媛県埋蔵文化
財調査センター １ １８ １ １８ １ １８ １ １８ ２ １８ ８，５４９１３２，６０７ ４，２７５ ７，３６７

�愛媛県動物園協
会 ２ １２ ４ ９ ４ ９ ４ １０ ３ ９ ８，８１１ ７１，１４２ ２，９３７ ７，９０５

�愛媛県スポーツ
振興事業団 ５ ４ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ２３，２１７ ３８，１０２ ４，６４３ ７，６２０

�愛媛県文化振興
財団（＊１） ５ ５ ５ ５ ５ ６ ５ ５ ５ ４ ２１，９４５ ３７，２９７ ４，３８９ ９，３２４

�えひめ女性財団 ４ ６ ３ ６ ２ ６ ２ ６ １ ４ ４，０９５ ３０，８０８ ４，０９５ ７，７０２

�愛媛県廃棄物処
理センター ４ ４ １ ４ １ ４ １ １ ３，８２３ ６，０５９ ３，８２３ ６，０５９

３
セ
ク（

株
式
会
社）

南レク�（＊２） ２ ２ ２ ２ ３ １０，００９ Ｎ／Ａ ３，３３６ Ｎ／Ａ

松山空港ビル� ２ ２ ２ ２ ２ ７，４４１ Ｎ／Ａ ３，７２１ Ｎ／Ａ

愛媛エフ・エー・
ゼット� １ １ １ １ １ ４，２８２ Ｎ／Ａ ４，２８２ Ｎ／Ａ

松山観光港ターミ
ナル� １ １ １ １ １ ４，２５６ Ｎ／Ａ ４，２５６ Ｎ／Ａ

合 計 ４５ ５７ ４３ ６２ ４１ ６２ ３８ ６２ ３８ ５０ １６１，２５２３９８，９０２ ４，２４３ ７，９７８

� 人件費：報酬、給料、職員手当等及び共済費を含み、退職手当を除く。
Ｎ／Ａ：該当なしの意味

＊１ 平成１０年度から１２年度は、�愛媛県文化振興財団と�愛媛県県民文化会館の合計。１３年度より統合。
３セク（株式会社）へは職員を派遣していない。

＊２ 南レク�については、毎年６月の株主総会後の人数を示す。

（コメント）

県ＯＢの平均給与は、派遣職員の概ね半額である。どちらも常勤であるが、職責と給与が

反比例している。

人員は殆ど変化がなく、役職も一定しているようである。

平成１４年度、１１法人の県ＯＢ及び派遣職員の給与合計は、５６０百万円である。

１１



＜県ＯＢ再就職一覧＞

平成１０～１４年度退職者（課長以上）の外郭団体再就職調査

外郭団体再就職先 退職年度及び退職時の役職 前任者
の在職
年 数法人名 役職 １０年度末 １１年度末 １２年度末 １３年度末 １４年度末

�愛媛県スポ
ーツ振興事業
団

常務理事 生活文化部長 ２年

総合運動公園管理
事務所・所長

生涯学習センタ
ー所長 ３年

総合運動公園管理
事務所・管理課長

歯科技術専門学
校長 ２年

えひめ森林公園管
理事務所・所長

林業技術センタ
ー所長 ４年

えひめ森林公園管
理事務所・担当主
任

宇和島地方局林
業課長 ５年

�愛媛県埋蔵
文化財調査セ
ンター

常務理事 生涯学習センタ
ー所長 ４年

湯築城資料館館長 伊予高等学校校
長 新規

�愛媛県文化
振興財団（＊）

常務理事 兼 事
務局長

公営企業管理局
長 ７年

事業部長 県民福祉部次長 ９年

管理部長 保健福祉部次長 ５年

�愛媛県動物
園協会

常務理事 歴史文化博物館
副館長 ６年

名誉園長 園長 新規

�えひめ女性
財団 管理運営部長 松山地方局出納

室長 ８年

�愛媛県廃棄
物処理センタ
ー

東予事業所長 西条地方局総務
調整課長 ２年

南レク�

代表取締役社長 松山地方局長 ８年

専務取締役 宇和島地方局総
務福祉部長 ８年

常勤監査役 宇和島地方局総
務福祉部長 新規

愛媛エフ・エ
ー・ゼット� 専務取締役 今治地方局長 ２年

松山観光港タ
ーミナル� 専務取締役 宇和島地方局長 ５年

松山空港ビル
�

常勤監査役 八幡浜地方局長 ６年

総務部長 総合科学博物館
副館長 ４年

（社福）愛媛県
社会福祉事業
団

理事長 出納長 副知事 １．４年

副理事長兼常務理
事 企画情報部長 ７年

参事 八幡浜地方局総
務福祉部長 ８年

松前清流園・園長 愛媛県立歯科技
術専門学校長 ６年

重信清愛園・園長 元県立今治養護
学校長 ４年

身体障害者更生指
導所・所長

元松山地方局総
務福祉部地域福
祉課長

６年

障害者更生センタ
ー・所長

松山地方局総務
福祉部地域福祉
課長

愛媛県立博物館
長 ３年

知的障害者更生訓
練校・校長

元県立北条高等
学校長 ６年

知的障害者通勤寮
・寮長

元愛媛県立博物
館長 ５年

身体障害者授産所
・所長

身体障害者更生
相談所長 ３年

〃
・管理係長

松山中央保健所
保健企画課医療
係長

西条地方局総務
福祉部地域福祉
課長

３年

視聴覚福祉センタ
ー・所長

中央病院看護部
長 ５年

えひめこどもの城
・園長 保健福祉部付 －

� 斜字は理事又は取締役である。
（＊）１２年度までは�愛媛県文化振興財団と�愛媛県県民文化会館を含む。１３年度に統合。
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Ｂ：評価

� 経営責任者不在で事業経営を行っている。

外郭団体の理事長・社長は、県の要請により委嘱又は指名されて就任した者が多く、

一部の例外（＊）はあるが、年２回の定時役員会以外には殆ど法人の本部に出社してい

ない。理事長・社長が非常勤であることから、実質的には常務理事又は専務取締役が最

高の決裁権限を有している。外郭団体の常務理事又は専務取締役は県ＯＢが再就職する

ことで慣行化しているようである。給与水準は一般職員の半額程度であるが、多くの場

合、従来の県での業務とは関係なく再就職先が決まっており、事業内容と実態を把握す

るのに時間がかかる上、事業経営の専門家でないため、経営者として適任者とはいえな

い。

＊：（社福）愛媛県社会福祉事業団では理事長及び副理事長が常勤、南レク�では社長
と専務取締役が常勤である。

� 理事会が経営意思決定機構として機能していない。

３セク以外の外郭団体では、予算承認、理事等の選任、決算承認の場合しか理事会を

開催していないのが現状である。本来理事会は、経営方針・戦略・合理化計画などにつ

いて協議すべき場である。そういう点では、理事会が経営執行の決議機関であることの

認識が希薄である。これは、理事の人選にも現れており、個人の適格要件ではなく組織

代表・職場代表など形式的または名誉的人選が多いのが現状である。

Ｃ：結果・提案

� 県ＯＢ天下りと経営者について

経営者（社長・専務・常務）は、民間人を含め経営能力や専門性の高い人物を登用す

べきであり、県ＯＢを専務・常務理事に天下りさせる慣行は早期に廃止すべきである。

県ＯＢ役員では任期が短い（概ね６５歳年金受給年齢まで）こと及び事業経験が乏しい

こと等により、責任感のある積極的な経営が期待できない。

事務局長を中心とする現場責任者については、民間人又はプロパー職員から登用する

ことにより経営の自主性と積極性を人事面から確保する必要がある。

ただし、県ＯＢであっても即戦力を有する意欲ある人材については、経営者や現場責

任者への登用を検討してよいとは考える。

� 理事会の構成員

公益法人・社会福祉法人は、現場責任者（事務局長、事業部門の長）を理事のメンバ

ーに加えるとともに、経営の重要事項を協議する理事会を定期的に開催すべきである。

また、法人の規模に比して理事の人数が多すぎる。理事の人数は必要最少限とし、経

営に責任ある発言を期待できる者を人選すべきである。

� 人事・給与制度

Ａ：現況

（給与規程）

３セクを除く外郭団体の給与制度は、基本的に愛媛県の給与規程に準拠している。そ

の結果、年功により給与が高額となり事業コストが逓増する仕組みとなっている。
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（人事）

県は公社公団等職員の人事管理を統一的に行い、組織の活動力を向上させることを目

的として『公社、公団等職員人事管理委員会』（＊）を設置しており、職員の採用、昇

任・昇格、給与、その他人事管理の適正化に関することを所掌している。したがって外

郭団体（３セクを除く）の人事は、県の同委員会に協議したうえで決定される仕組みと

なっている。

外郭団体の管理職には県ＯＢ及び派遣職員が就任している事例が多い。実質的には外

郭団体の人事を通じて法人を管理しているといえる。なお、外郭団体の県関係者人事の

状況については、＜県ＯＢ及び派遣職員の状況＞のとおりである。

＊：委員会は、総務部長、総務部管理局長及び県関係部管理局長の職にあるものを委

員として組織する。

人件費：県ＯＢ及び派遣職員人件費調書 （単位：千円）

法人名

人件費 うちＯＢ／派遣人件費

Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 増減額 Ｈ１４ＯＢ・
派遣人件費

人件費の
割合

� � �（�－�） � �÷�

公

益

法

人

等

（社福）愛媛県社会福祉事業団 ９２７，６９６ １，０３１，４３９ １０３，７４３ １４７，７１１ １４％

�愛媛県埋蔵文化財調査センター ４５７，３９８ ５０１，４１４ ４４，０１６ １４１，１５６ ２８％

�愛媛県動物園協会 ２４０，９１２ ３１４，４１９ ７３，５０７ ７９，９５３ ２５％

�愛媛県スポーツ振興事業団 １４２，５４２ １８３，３４１ ４０，７９９ ６１，３１９ ３３％

�愛媛県文化振興財団 １２４，９６６ １６３，８０５ ３８，８３９ ５９，２４２ ３６％

�えひめ女性財団 ４１，３１６ ７１，８９０ ３０，５７４ ３４，９０３ ４９％

�愛媛県廃棄物処理センター １５，６６０ ２０，６３３ ４，９７３ ９，８８２ ４８％

合 計 １，９５０，４９０ ２，２８６，９４１ ３３６，４５１ ５３４，１６６ ２４％

３
セ
ク
（
株
式
会
社
）

南レク� ３１５，３１４ ３１３，７７２ △１，５４２ １０，００９ ３％

松山空港ビル� ２００，９１８ １８０，９８７ △１９，９３１ ７，４４１ ４％

愛媛エフ・エー・ゼット� １４４，６３４ １１７，３７５ △２７，２５９ ４，２８２ ４％

松山観光港ターミナル� ２０，１６９ ２０，３７３ ２０４ ４，２５６ ２１％

合 計 ６８１，０３５ ６３２，５０７ △４８，５２８ ２５，９８８

Ｈ１４年度の人件費の多い順にソートした。
人件費には報酬、給与、福利費を含み、退職給与を含まない。
・３セクの人件費は減少しているが、公益法人の人件費は３３６百万円増加している。
・３セクは県ＯＢのみであり、派遣職員はいない。
�愛媛県廃棄物処理センターは民間へ外部委託して工場を運転しているため、人件費が少ない。
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Ｂ：評価

県ＯＢの再就職は県人事課が斡旋しており、退職前の地位と再就職先の役職のバランス

を優先して決めているように推定され、受入側の法人にとって必要不可欠な人材とは思わ

れない。

派遣職員は管理職として派遣されている事例が多く、プロパー職員は、法人の給与規程

と公社、公団等職員人事管理委員会の制度により、相当の経験年数を経て同委員会と協議

のうえでなければ管理職（課長以上）に昇進できない仕組みになっている。

経営者及び管理者が県から派遣される組織構造では法人の自立は困難であり、プロパー

職員の責任感及びモチベーションは期待できない状態にある。

Ｃ：結果・提案

平成１８年度までには指定管理者制度が導入されることになっており、公の施設の管理に

ついては民間事業者との競争の結果で選ばれることになる。給与及び人事制度にインセン

ティブを確保し、法人の自立化を目指すべきである。そのためには、次の改革が必要にな

る。

� 給与規程の改定が必要（公益法人、社会福祉法人）

企業経営は状況に対応した迅速な決断が必要であり、そのためには公益法人等の給与

規程を改正し、年功給与制度から職務・能力給制度への変革により勤労意欲の高揚と経

営効率を図るとともに、中途採用など弾力的な職員採用を可能にする必要がある。

� 人事権（採用、昇任・昇格）を県から公益法人等へ委譲する。

法人の自立性を確保するために、県は公社、公団等職員人事管理委員会により外郭団

体の人事を管理する制度を廃止すべきである。

管理職は法人経営の要であり、県から独立した人材を登用するか又は法人採用のプロ

パー職員に責任権限を持たせることが必要である。

４．外郭団体の会計処理等
� 公益法人会計基準等への準拠性

計算書類、いわゆる決算書（会計）は、県民に対する事業内容、財務内容の伝達手段と

して、事業の状態を明瞭に表示する必要がある。そのために公益法人会計基準の趣旨に準

拠しているかどうかを監査した。その結果、次のような問題点・検討事項が認められた。

� 特別会計の会計処理及び表示の問題点

法人の事業目的は定款または寄附行為に定められており、事業の結果は計算書類に反

映される。本来の目的に付随する事業は「特別会計」とすることができるが、主たる事

業は一般会計に計上すべきものである。この点、いたずらに特別会計を設けている法人

があり、一般会計に統合して会計報告をシンプル、かつ、わかり易くすべきである。

（結果）

特別会計を廃止して一般会計に統合すべき会計は次のとおりである。

� �愛媛県文化振興財団の「収益事業会計」の事業内容は出版と芸術公演である。これ
らは本来の事業であり、一般会計に含めて計上すべきである。

なお、当該事業は毎年赤字で県からの補助金で補填されており収益事業とは言えない。
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� �愛媛県廃棄物処理センターの「廃棄物処理事業特別会計」は主たる事業そのもので
あり、特別会計として区分する理由はまったくない。一般会計の中で事業収入及び事業

支出を計上すべきである。

� �愛媛県動物園協会の「受託事業特別会計」は主目的事業の会計であり、区分経理す
る合理性が認められないため、一般会計に含めるべきである。

（事業別会計処理と計算書類の表示及び総括表について（意見））

複数の事業を行うときは、事業損益の把握と責任を明確にする意味で、会計単位を区

分して部門別収支計算を行うことが望ましいが、開示すべき計算書類では統合して一つ

の収支計算書で表示し、法人全体の活動が分かるようにすべきである。

特別会計とは、法人の主たる事業から分離すべき事業について、財産及び収支をとも

に区分経理する必要があるときに設定するものであり、一般会計の子会社のようなもの

である。従って特別会計があるときは親（一般会計）と子（特別会計）の連結決算が求

められ、総括収支計算書、総括正味財産増減計算書及び総括貸借対照表の作成が必要と

なるのである。

総括表作成時には特別会計と一般会計間との内部取引（資金の貸借や収入・支出）の

相殺消去が必要になるが、単純に一覧・合計を総括表示しているのみで内部取引の相殺

処理ができていない法人が殆どである。（官庁会計ではこのような考えがないためと考

えられる。）

� 収支計算書において予算流用による増減を記載しているが適切でない。

（該当法人：�愛媛県廃棄物処理センターを除く公益法人）
（結果）

表示の標準様式は公益法人会計基準の様式２に示されており、これに準拠して作成す

べきである。予算流用は内部処理手続であり収支計算書での表示は不要である。

予算流用は、決算額が予算超過しないように行っているものであるが、この処理は予

算超過支出は許されないという誤解によるものであり、当初予算と実績額を対比して表

示し、予算超過額は差異欄に△表示すれば特に問題はない。

なお、予算不足のときは予備費を使用することができる。予備費は経営管理者に許可

された臨時経費の支出枠であり、予備費を使用して弾力的な経営をすべきである。

そもそも、外郭団体に業務を委託するメリットは自主的な経営努力を発揮し易くし、

住民に迅速でより良いサービスを提供することができることであり、事務的な予算手続

で無駄な労力や制約を課すべきでない。

予算流用と予備費使用の問題は、経営の効率性に影響を及ぼしていると考えるため、

指摘事項として記載したものである。
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� 財務事務に関する問題点

�愛媛県廃棄物処理センターの借入金の問題点
Ａ：現況

短期借入金（１５年３月末７３０百万円）は、財産目録では銀行からの短期借入金として表

示されているが、実質的には県からの長期融資である。これは県からの借入金を年度末（３

月３１日）に瞬間的に市中金融機関からの借入金に代替している（４月１日には再び県から

の借入金となる。）ことによる。

Ｂ：評価

� 借入金表示の問題

借入金の貸借対照表の表示は、返済予定額をワンイヤールールに基づいて判断する。

１年内返済予定額は短期借入金であるが、返済計画がなければ実態は長期借入金である。

平成１４年度末の貸借対照表の短期借入金残高は７億円と表示されているが、１年以内

返済は予定していないため、短期借入金ではなく実態どおりに長期借入金として表示す

べきである。財産目録には、例えば「長期借入金 借入先：愛媛県（期末日のみ市中銀

行）×××円」と表示する。

逆に、長期借入金のうちに１年内返済予定額があり、これについては「１年内返済予

定長期借入金２８０，０００，０００円」として、流動負債に表示すべきである。

� 融資の問題

現状のまま推移していくと、今後１６年間に亘り、日本政策投資銀行からの借入金（１５

年３月末２，８５１百万円）や市中銀行の借入金（１５年３月末１，６３８百万円）を完済するま

で返済資金として県からの借入金の増加が続いていくことになる。結局、日本政策投資

銀行等の長期借入金が県からの借入金に肩代わりされるだけであり、問題の先送りにす

ぎない。銀行借入金を完済する頃には設備が老朽化して新たな設備資金が必要となり、

県からの借入金を返済する資金的余裕もなく、県への返済不能の危険性が極めて高いこ

とが予想される。

したがって、県からの借入金処理を続けるならば、最終的に県は債権放棄をしなけれ

ばならなくなる可能性が高い。

このような状況の中で、県では財団の経営改善を図るため、今年度、庁内関係課長や

関係市町村課長からなる検討会を設置し、経営安定化策を取りまとめた。

今後、財団では、県や市町村の協力を受けながら、経営安定化策に基づき経営改善を

図ることとしており、この安定化策を実現することにより大幅な経営改善が図られ、現

在抱えている負債も大幅に減少するものと見込んでいる。しかしながら、最終的に県か

らの借入金は残る見込みであり、このことに対する早急な財政支援の必要性も提言され

ている。

なお、県は日本政策投資銀行に対して経営指導念書を差し入れている。

Ｃ：結果・対策

単年度のキャッシュフローでは、現在、長期借入金の元金返済を除けば赤字は解消され

ているが、この返済額（建設のための借入金返済額）が多額であるため、運転資金不足が

生じ県からの借入金が増加している。

現在の資金不足額を単に県が貸付する制度は、県の損失を先送りする会計処理と考えら
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れるため、財政援助が必要ならば議会の承認を経て、補助金として支出することを早急に

検討すべきである。現状における県の財政措置は補助金支出とすべきところを単に貸付金

支出として処理しているものと理解すべきである。

今後、県、関係市町村、財団が連携して経営安定化策の実現を図るとともに、赤字が建

設時の多大な借入金返済が原因となって発生していることを考慮し、県による償還金返済

に対する財政支援（補助金）を早急に検討すべきである。

� 外部監査の要請

各府省は、資産額が１００億円以上若しくは負債額が５０億円以上又は収支決算額が１０億円

以上の所管公益法人に対し、公認会計士等による監査を受けるよう要請している。また、

国は県に対し同様の措置を講ずるよう要請している。（「公益法人の指導監督体制の充実

等について」平成１３年２月９日公益法人の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事会申合せ）

なお、社会福祉法人についても厚生労働省「社会福祉法人審査基準」（＊）により、同

様の基準で外部監査が要請されている。

（＊）「社会福祉法人審査基準」の中の「第３ 法人の組織運営」、「５ 法人の組織

運営に関する情報開示等」、「�」及び「社会福祉法人指導監査要綱」の中の「�
組織運営」、「４ 監事・監査」、「６」において、『財産状況等の監査に関し

ては、法人運営の透明性の確保の観点から、公認会計士、税理士等による外部監

査の活用を積極的に行うことが適当であること。特に、資産額が１００億円以上若

しくは負債額が５０億円以上又は収支決算額が１０億円以上の法人については、その

事業規模等に鑑み、２年に１回程度の外部監査の活用を行うことが望ましいもの

であること。これらに該当しない法人についても、５年に１回程度の外部監査の

活用を行うなど法人運営の透明性の確保のための取組を行うことが望ましいもの

であること。』と、改正（平成１４．８）されている。

（意 見）

次の４法人は、負債額５０億円又は収支決算額が１０億円を超えているため、公認会計士等

による外部監査を受けることが望ましい。

外郭団体のうち、外部監査が要請される法人 （単位：百万円）

法人名 設立期 基本金 当期収入 資産合計 負債合計 正味財産

�えひめ産業振興財団 昭和６１ ２，５２０ ４，０６１ ９，０１８ ６，１８３ ２，８３５

�愛媛県廃棄物処理センター 平成５ １０ ２，７０１ ５，２８８ ５，３４５ △５７

�愛媛県果実生産出荷安定基金協会 昭和４７ １００ ３，８１０ ６０９ ４５４ １５５

（社福）愛媛県社会福祉事業団 昭和４７ １０ ２，５００ ４，４２３ ２８５ ４，１３８

� 平成１４年度（平成１５年３月期）の数値である。

� 公益法人の指導監督体制（意見）

県における知事の所管に属する公益法人（社団法人、財団法人）の設立及び監督に関す

る事務は、当該法人の目的及び事業を所管する課が行うこととされており、公益法人の指
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導監督は設立の許可を行った課が行っているが、次のような問題点が認められる。

� ディスクロージャー書類の情報公開が必要であるが、現状では各課に閲覧を請求する

ことになり、情報利用者に不便である。

� 短期間で人事異動がある現状では、公益法人会計基準や指導監督基準の内容に精通し

た専門家を育成することが難しく、官庁会計と企業会計の両方の専門知識がなければ公

益法人の開示書類の審査や指導を行うことは困難である。

愛媛県では担当課と公益法人の主務官庁としての窓口が同一の方が指導・監督・検査・

情報収集・意思疎通に効果的かつ効率的であるとの理由で「分散管理方式」を採用して

いるが、知事が所管する公益法人の数が１９３法人存在し、会計や法律の専門知識も必要

とされることから、専門員による担当係など、公益法人の経営責任と効率性を問う管理

監督部署又は機構を設けて、受理・審査・指導・情報公開などを「集中管理」すべきで

あると考える。

５．事業の有効性（外郭団体の統合・廃止を含む）
この点について次の施設を検討する。

・ 南レク施設（南レク�）
・ アイテムえひめ（愛媛エフ・エー・ゼット�管理）
・ えひめこどもの城（（社福）愛媛県社会福祉事業団管理）

・ 低利用施設（�愛媛県文化振興財団、�えひめ女性財団）

� 南レク施設

営利事業の場合、事業の有効性は経済性（最少コスト及び損益）並びに経営の効率性に

よって判断できる。南レクの事業は、第３セクター方式により株式会社を組織して経営を

委託してきた。経営の効率性を発揮することが期待されていたが、南レク�は予想に反し
て採算性の悪い厳しい経営を余儀なくされている。経済性・効率性に問題があれば、事業

の有効性そのものに疑問が生ずるのであり、その評価は会計データが説明してくれる。

� 南レク�と県との結合による事業収支状況
事業の全体損益は、法人の損益と県の収支を合算しないとその実態が見えてこない。

したがって、南レク事業全体の収支を見るために県の収支と合算して結合損益計算書を

作成した。最近５年間の事業全体の損益は概ね次のとおりである。若干の分析を加えて

決算書からその意味を読み取り、特徴の列挙と問題点を指摘したい。
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南レク事業収支状況（５年間推移表） （単位：百万円）

年度
項目 １０年 １１年 １２年 １３年 １４年 コメント

＜収 入＞

南
レ
ク
�

売 上 高 ２４０ ２０６ １９３ １９２ １９０ 著しく減少（ピーク時３９１）
受 託 料 収 入 ４８７ ４８９ ４７８ ４７０ ４７１ 高止まり現状維持
有料道路委託料等 ３２ ３２ ４２ ４１ ２８
営 業 外 収 益 ３ ３ ２ ２ １
小 計 Ａ ７６２ ７３０ ７１５ ７０５ ６８９

愛
媛
県

公園利用料収入 ５２ ４５ ４１ ４１ ３９ 減少（南レク�売上高に比例）
施設使用料収入 １６ １６ １６ １６ １７ 低水準で推移
小 計 Ｂ ６８ ６１ ５７ ５７ ５６

南レク公園収入総額 ８３０ ７９１ ７７２ ７６２ ７４５
＜費 用＞ 経費割合

南
レ
ク
�
支
出

商品原材料原価 １１７ １０４ ９５ ９４ ９６ １３％
人 件 費 ３１８ ３２１ ３３９ ３３７ ３５２ ４７％ 高水準かつ逓増
委 託 費 １３４ １３６ １２７ １１７ １１４ １５％ 事業縮小により減少
水 道 光 熱 費 ４４ ４３ ４２ ４０ ３８ ５％
備 品 消 耗 品 費 １６ １４ １３ １７ １６ ２％
減 価 償 却 費 ８ ９ １０ ７ ７ １％
使 用 料 １６ １６ １６ １６ １７ ２％
そ の 他 経 費 ８１ ６８ ６６ ６５ １０２ １４％ Ｈ１４増加：本社移転
小 計 Ｃ ７３４ ７１１ ７０８ ６９３ ７４４ １００％ 費、はまゆう須の川
特 別 損 失 Ｄ ０ １ ３５７ １ ０ 閉店

愛
媛
県
支
出

公 園 等 委 託 料 ４９７ ４９９ ４９８ ４９０ ４７８ ８１％
工 事 請 負 費 用 １０３ １１１ １１９ ５２ ５６ １０％
修 繕 費 用 ３７ ２６ ３ １０ １１ ２％
備 品 購 入 費 ０ ２ ０ ３ １２ ２％
そ の 他 費 用 ６ ５ ５ ７ ７ １％
減 価 償 却 費 ２６ ２６ ２６ ２６ ２６ ４％
小 計 Ｅ ６６９ ６６９ ６５１ ５８８ ５９０ １００％

南レク公園経費総額 １，４０３ １，３８１ １，７１６ １，２８２ １，３３４
＜収支差額＞
南 レ ク � 収 支 差 Ａ―Ｃ―Ｄ ２８ １８ △３５０ １１ △５５
愛 媛 県 収 支 差 Ｂ―Ｅ △６０１ △６０８ △５９４ △５３１ △５３４
南レク公園総収支差 計 △５７３ △５９０ △９４４ △５２０ △５８９

＜会計データを読む＞

� 毎年５億円以上の赤字である。この他に県有施設の資金コストがある。

� 南レク�の平成１２年度特別損失の内３５０百万円は子会社サンパール�の株式評価損で
ある。

� 事業運営を営利法人に委託する以上、利用料金収入は法人収入として法人の自主性に

基づく経営形態を採るべきである。

� 平成１２年度から受託収入が減少しているのは、県の経費節減に伴う委託料の減による

ものである。

� 愛媛県の工事請負費用は設備投資費用である。設備投資及び修繕費合計の５年平均額
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は１０６百万円である。施設が老朽化してきており、今後益々維持コストが増加すると予

想できる。今後の設備更新と修繕計画を尋ねたが、中長期の維持修繕計画は策定してい

なかった。

（立地環境）

南レク施設は公園または運動施設を中心とする施設であり、県都から約２時間離れた南

予（宇和島より西・南）に立地するため、中予及び東予の住民はほとんど利用していない

状態と考えられる。当初は国のレクリエーション都市整備要綱（＊１）に基づき広域レク

リエーション需要の増大に対応するとともに、地域格差是正のため、特に遅れている南予

地域の活性化を図ることを目的として建設されたものであるが、建設後２０年余を経過し施

設は老朽化しつつある。

＊１：昭和４４年の「新全国総合開発計画」の一環として、昭和４５年に建設省が決定した要

綱であり、大規模な都市公園を核として、各種のレクリエーション施設を「公共、

民間協力方式」によって一元的に整備しようとするものである。

（利用状況及び有効性）

観光客誘致の牽引力はあまり期待できない状態であり、余暇利用の多様化に伴い、現有

施設では利用者の期待に応えているとはいえない。

地域住民にとっては利用度が高いといえるものの、毎年の維持費約５億円余（愛媛県収

支差参照）を県の税金から支出するほどの経済的効用があるとは考えられない。

平成１３年２月には、諮問機関が南レク事業のあり方について答申を提出した。その答申

は、「現有施設を維持するためにいかに利用促進を図るか」の視点であり、コスト意識が

あまり見られない。

（財務分析）

南レク�の開業後現在までの売上推移と損益分析データ並びにコメントは次のとおりで
ある。

法人に依頼して入手した会計数値の推移表に基づき、損益分析に必要な加工を行って作

表した。
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南レク�の売上推移と損益分析 （単位：百万円）

収 入 経 費 営業
外・
特別
損失

当期利
益

Ｃ－Ｆ＋Ｇ年度 期

索道
関連
事業

プ
ー
ル

レス
トラ
ン売
店

不動
産そ
の他

日本
庭園
等売
店

事業
収入
計

受託
収入

県へ
の依
存率

営業
収入
小計

人件
費

人件
費率

その
他費
用
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Ｄ＋Ｅ

Ａ Ｂ Ｂ／ＣＣ（Ａ＋Ｂ） Ｄ Ｄ／Ｆ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ
Ｓ５２ ５ ５３ ５５ １ １０９ １２ １０％ １２２ ５６ ２７％ １５４ ２０９ △３３ △１２０
Ｓ５３ ６ ７１ ５４ ５ １３０ ３３ ２０％ １６３ ７４ ３１％ １６２ ２３７ △５９ △１３２
Ｓ５４ ７ ７１ ５５ ２０ １４５ ３９ ２１％ １８５ ６７ ２７％ １７８ ２４５ △６３ △１２３
Ｓ５５ ８ ８５ ４０ ２８ １５３ ７７ ３３％ ２３０ ７９ ２８％ ２０３ ２８２ △７９ △１３１
Ｓ５６ ９ ６３ ４３ ２９ １３６ １０６ ４４％ ２４１ ６８ ２８％ １７６ ２４４ △２１ △２３
Ｓ５７ １０ ６０ ４０ ３６ １３６ １３２ ４９％ ２６８ ７３ ２７％ １９４ ２６７ △４ △３
Ｓ５８ １１ ５６ ４１ ３５ １３２ １６１ ５５％ ２９２ ８６ ３０％ １９８ ２８４ △２ ７
Ｓ５９ １２ ６１ ４６ ５ ３３ ５２ １９７ １８７ ４９％ ３８４ １０４ ２９％ ２５２ ３５６ ０ ２９
Ｓ６０ １３ ６６ ５１ ３０ １４３ ２９０ ２３１ ４４％ ５２２ １２９ ２７％ ３５１ ４８０ ４ ４６
Ｓ６１ １４ ８７ ５８ ２９ １６１ ３３６ ２３５ ４１％ ５７１ １５０ ２９％ ３７４ ５２５ ６ ５３
Ｓ６２ １５ ８７ ５８ ７４ ２０ １１３ ３５２ ２３４ ４０％ ５８５ １６５ ３０％ ３８２ ５４７ ６ ４４
Ｓ６３ １６ ７６ ５３ ６７ ２０ ９８ ３１４ ２３８ ４３％ ５５２ １６９ ３１％ ３７３ ５４２ ７ １７
Ｈ元 １７ ８６ ５２ ７９ ２１ １５３ ３９１ ２６２ ４０％ ６５３ １９７ ３２％ ４１５ ６１２ １２ ５３
Ｈ２ １８ ８４ ５６ ７８ ２１ １４８ ３８７ ２７０ ４１％ ６５７ ２１５ ３３％ ４４１ ６５７ ８ ８
Ｈ３ １９ ８８ ４９ ７９ ２１ １４０ ３７６ ２７７ ４２％ ６５４ ２２４ ３４％ ４３３ ６５７ １６ １３
Ｈ４ ２０ ５３ ５０ ８２ ４２ １２０ ３４８ ３８５ ５３％ ７３３ ２５１ ３４％ ４８０ ７３１ ６ ８
Ｈ５ ２１ ４８ ４７ ８１ ４２ １２９ ３４７ ３９１ ５３％ ７３８ ２５９ ３６％ ４７０ ７３０ ７ １５
Ｈ６ ２２ ４３ ５２ ８１ ４０ １１９ ３３５ ３９６ ５４％ ７３１ ２６９ ３７％ ４５９ ７２８ ５ ８
Ｈ７ ２３ ４０ ５０ ７７ ６５ １０７ ３３９ ４８２ ５９％ ８２１ ２９４ ３７％ ５０８ ８０２ ０ １９
Ｈ８ ２４ ３７ ３７ ７６ ６０ １０２ ３１１ ４９４ ６１％ ８０５ ２９８ ３８％ ４９１ ７８９ ０ １６
Ｈ９ ２５ ３２ ３７ ６７ ５３ ８８ ２７７ ５１７ ６５％ ７９３ ３０４ ３９％ ４７０ ７７５ １ ２０
Ｈ１０ ２６ ３０ ３６ ５３ ４７ ７３ ２３９ ５１９ ６８％ ７５８ ３１６ ４３％ ４２０ ７３６ ３ ２５
Ｈ１１ ２７ ２６ ３１ ４６ ３８ ６６ ２０６ ５２１ ７２％ ７２７ ３１８ ４５％ ３９１ ７０９ ２ ２０
Ｈ１２ ２８ ２５ ３４ ４２ ３３ ５９ １９３ ５１９ ７３％ ７１２ ３３８ ４８％ ３７０ ７０８△３５５ △３５１
Ｈ１３ ２９ ２３ ３３ ４２ ３３ ６１ １９２ ５１１ ７３％ ７０３ ３３７ ４９％ ３５６ ６９３ １ １１
Ｈ１４ ３０ ２１ ３７ ３８ ３５ ５８ １９０ ４９９ ７２％ ６８８ ３３９ ４６％ ４０５ ７４４ １ △５５
累 計 １，４７２ ９９１ １，２７２ ８３９ １，９８８ ６，５６２ ７，７２９ ５４％ １４，２９１ ５，１８１ ９，１０８１４，２８９△５２８ △５２７
売上構成 ２２％ １５％ １９％ １３％ ３０％ １００％ 県・委託事業費�Ｂ △７，７２９
同Ｈ１４ １１％ ２０％ ２０％ １８％ ３０％ １００％ 累積損失 △８，２５５

Ａ：現状＜会計データを読む＞

� 昭和６０年ごろから庭園売店・レストランの完成に伴い事業収入が増加し、平成元年度

にはピーク（３９１百万円）に達する。

� 受託収入は主として県有施設の維持管理請負であり、収入の増加ではなく委託料コス

トの増加を意味している。請負契約であるが慣行として実費精算であり、積算コストの

中心は人件費と外部委託費である。

� 平成９年度以降全部門で事業収入は減少傾向にあり、平成元年度３９１百万円（ピーク）

が平成９年度２７７百万円、平成１４年度１９０百万円と激減している。

� 全収入に占める平成１４年度の県への依存率は７２％となり、県からの委託に大きく依存

２２



していることは明らかである。

� 南レク�単独での累積損失は５２７百万円であるが、県が支出した委託料を加算すると
累積コスト（純損失）は８，２５５百万円に上る。厳密には、県有施設の減価償却費、建設

資金コスト、利用料金収入を加減すべきである。

なお、上表の累積損失△５２７百万円と＜監査対象法人の経営概況＞の南レク�・剰余
金△９７２百万円（５頁）の差額は主として昭和４８年度から昭和５１年度までの設立当初の

費用相当額である。

� 平成１２年度の損失は子会社（サンパール�）の株式評価損３５０百万円が主因である。

Ｂ：評価

� 受託事業収入

受託事業は県からの収入であり、請負契約とはいうものの実態はコスト弁償契約であ

り、新たな公園の開設に伴い平成１１年度まで受託収入は増加してきた。受託事業は主と

して植栽管理の請負であり、大半の事業を外部委託している。これは県施設の管理業務

であり事業とはいえないものである。

その推移を１億円台の変わり目毎に追うと、昭和５２年度１２百万円、昭和５６年度１０６百

万円、昭和６０年度２３１百万円、平成４年度３８５百万円、平成７年度４８２百万円、平成９

年度５１７百万円である。

増加の年度は「南予レクレーション都市公園の施設概要」（次表）に示されていると

おり、施設の新設年度に対応している。

� 事業売上

施設管理を除く本来の事業売上は平成元．２．３年度をピーク（３９１百万円）に減少の

一途に転じ、平成１４年度は１９０百万円となった。事業内容は上表のとおりであり、プー

ル、レストラン、公園内売店、賃貸等である。

� 事業の有効性

当初は収入に占める県の受託事業収入の割合も１０％程度（事業収入割合が９０％を意味

する）であったが、県への依存度は年々高くなっており、最近では受託事業収入の割合

が７０％を超えており、事業収入のみでは採算が合わなくなっている。事業をこのまま継

続する限り膨張した高コスト経営を縮小することは容易なことではない。

県民の意見を調査したわけではないが、南レク事業が県の財政にとって将来にわたり

大きな負担であり、地元を除く一般県民にとって有用でないという意見もある。事業の

有効性・効率性・経済性のいずれの視点においても南レク事業は多くの問題点を抱えて

おり、事業の分割・統廃合を検討し、施設の管理・運営に民間事業者としての機動性と

弾力性を生かすとともに、民間経営のノウハウを導入することが求められる時期が到来

している。よって、次の改善策を提案する。

（結果と提案）

上記のとおり、今日に至る決算状況を見れば明らかであるが、９０年代以降は低成長と

デフレ経済に移行しておりレジャー産業は厳しい環境にある。

現状の経営形態では赤字経営の問題点を先送りするのみであり、施設及び経営の譲渡
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並びに利用料金制度を前提として指定管理者制度の導入を早急に検討すべきである。

� 地域市町村への施設及び経営権の譲渡

受益者負担の原則により、地域住民の施設として有効活用できるものは地域の市町村

へ施設及び経営権を無償で譲渡することとし、受入れ市町村と協議を行い、可能なもの

から順次、譲渡することが望ましい。対象施設並びに譲渡候補の市町村に関する監査人

の意見は後記�のとおりである。
� 県が維持すべき施設であるが、経営方法に改革を要するもの

対象施設：南楽園、ファミリーパーク、南レクオートキャンプ場、大森山キャンプ場

等、馬瀬公園、御荘湾ロープウェイ。

南楽園は、南レク�の主たる大規模施設であり県有施設として運営すべきものである。
オートキャンプ場は、地域以外からの利用を目的としているため、地元自治体への譲渡

は難しいと考えられる。馬瀬公園には、展望タワー、紫電改展示館、こども動物園など

があり、観光客誘致のメイン施設であるため県が管理すべきである。

現状経営を継続することは経済性及び経営の効率性に反しており、長期間に亘り多額

の財政投資を行った施設が有効活用されていないことを監査結果として指摘する。

経営方法の改革とは（意見）

公の施設の管理については、指定管理者制度へ移行することが想定される。その際に

は県有施設の料金徴収については、利用料金制度の導入により管理事業者の収入として

全面的に経営委任することが必要である。

その際、南レク�が指定管理者選定の対象になることはいうまでもないが、南レク�
が民間事業者に対抗するためには、営利事業として従業員のインセンティブを喚起する

人事給与制度、施設ごとの責任経営体制による効率経営、外部委託費の低減化対策等、

民間企業並みの経営改革を推進する必要がある。

人件費については、高年齢の是正と要員活性化のため早期退職制度（＊）の導入も有

効である。

＊：最近の他県における早期退職制度を導入又は検討している事例を紹介する。民間

企業では事業の再編・活性化の手法として普及している制度である。

・「県、早期退職制度拡大へ ４５歳まで岩手県」 （岩手日報 平成１５．１１．１４）

・「早期退職２８歳以上に拡大へ 長野県」（信濃毎日新聞 平成１５．１１．１３）

� 管理施設と管理主体（意見）を一覧表示する。

その対策は前記のとおりである。
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南予レクリエーション都市公園の施設概要

公園名 市町村名 開設施設概要 面積� 供用年月 管理の提案

第１号公園
（近家地区）

こども広場 ０．４ Ｓ５１．４ 地域自治体
日本庭園「南楽園」 １６．６ Ｓ６０．４ 愛媛県

津島町 南楽園ファミリーパーク（イベント広場、交通広場、
ローラースケート場） ４．６ Ｈ元．４ 愛媛県

南レクオートキャンプ場 ７．２ Ｈ９．４ 愛媛県
計 ２８．８

第３号公園
（馬瀬地区） 御荘町

馬瀬公園（展望タワー、ロープウェイ、こども動物
園、紫電改展示館、展望園地） ３．４ Ｓ５３．７ 愛媛県

馬瀬公園（花木園） １５．２ Ｓ５８．４ 愛媛県
馬瀬公園（香木園） ４．６ Ｓ６０．４ 愛媛県

計 ２３．２
おおもり児童公園 １．０ Ｓ５１．４ 地域自治体
城辺公園（野球場、テニスコート、多目的広場、桜園） ３２．０ Ｓ５６．７ 地域自治体

（大森山地
区）

城辺公園（サイクリング道、屋内運動場） ２１．４ Ｓ５８．４ 地域自治体
城辺町 大森山キャンプ場、ピクニック広場、展望園地 ８．７ Ｓ６０．４ 愛媛県

サイクリング道 ５．１ Ｈ元．４ 地域自治体
城辺公園（球技広場）開設済区域 － Ｈ４．４ 地域自治体

計 ６８．２

第４号公園
（本干拓地
区）

津島町
津島プレーランド（テニスコート、サーキット、バ
ードアイランド、トッポ池、多目的広場） １９．４ Ｈ７．４ 地域自治体

計 １９．４

第５号公園
（貝塚地区）

御荘公園（御荘プール、水の広場、コミュニティー
広場） ５．４ Ｓ５３．７ 地域自治体

御荘町 御荘公園（テニスコート、多目的広場） １．８ Ｓ５６．７ 地域自治体
御荘公園（噴水広場、ちびっこ広場、児童園） １．７ Ｓ５９．４ 地域自治体

計 ８．９
日崎園地（キャンプ場、海水浴場、休憩所） １．４ Ｓ５４．７ 地域自治体

第６号公園
（日振地区）

大入園地（キャンプ場、多目的広場、休憩所） ６．３ Ｓ５８．７ 地域自治体

宇和島市
展望所、遊歩道 ２．４ Ｓ６０．４ 地域自治体
遊歩道（大入地区） ０．２

Ｓ６１．７
地域自治体

日崎園地（休憩所）、遊歩道（日崎地区） １．２ 地域自治体
計 １１．４

第７号公園
（松軒山地
区）

御荘町

松軒山公園（太陽の広場、ジャンボスライダー、ス
ロープカー、展望台、梅林、梅見本園） ４１．７ Ｈ４．４ 地域自治体

松軒山公園（長洲園地） ４．０ Ｈ７．４ 地域自治体
計 ４５．７

合 計 ２０５．７
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� アイテムえひめ（愛媛エフ・エー・ゼット�管理）
Ａ：現状

現状を会計情報から読み取るために、愛媛県と愛媛エフ・エー・ゼット�を結合した平
成１４年度の部門別損益と創業から現在までの年次損益推移表を要約して作成した。

平成１４年度 結合・部門別損益計算 （単位：百万円）

部門別の名称 アイテム アイロット 一般管理 計
＜収 入＞
県委託料収入 ３５０ ７ ３５７
不動産賃貸収入 ４７ ３７４ ４２１

法人収入 イベント事業収入 ３０ ４ ３４
倉庫作業諸掛収入 ７１ ７１
その他収入 ２４ ６２ ５ ９１

法人収入計 � ４５１ ５１８ ５ ９７４
会場利用収入等 １３５ １３５

愛媛県収入 駐車場利用収入 ２３ ２３
燻蒸倉庫利用収入 ０ ０

愛媛県収入計� １５８ ０ ０ １５８
法人・愛媛県収入合計 �（�＋�） ６０９ ５１８ ５ １，１３２

＜費 用＞
人件費 ６８ ３０ ２０ １１８
委託費 ２０２ ７９ ２８１
減価償却費 ３５ ２６５ ３００

法人支出 地代家賃 ５ ８５ ９０
電力料 ４７ ４２ ８９
固定資産税 ７ ５８ ６５
その他 ３２ ３０ １６ ７８

法人支出計 � ３９６ ５８９ ３６ １，０２１

愛媛県支出 県委託料 ３５０ ７ ３５７
その他 ３ ３

愛媛県支出計 � ３５３ ７ ３６０
法人・愛媛県支出合計 �（�＋�） ７４９ ５９６ ３６ １，３８１

＜収支差額＞
法人収支差 �－� ５５ △７１ △３１ △４７
愛媛県収支差 �－� △１９５ △ ７ ０ △２０２

法人・愛媛県収支差 �－� △１４０ △７８ △３１ △２４９

� 営業外損益は、一般管理部門の法人支出・その他に記載

愛媛エフ・エー・ゼット�と県の結合損益年度推移 （単位：百万円）

法人単体収支 県の収支

事業損益
合計

年度

収 入 経 費
税引
前損
益

法人
税等

法人
損益

使用
料収
入

委託
料

減価
償却

支払
利息

そ
の
他

県損益
（ＮＥＴ）

アイ
テム
部門

アイ
ロッ
ト
部門

事業
収入
小計

管理
受託
収入

営業
収入
計

営業
外
収入

収入
合計

人件
費

その
他

経費
計

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｇ－Ｊ Ｌ Ｍ ＋ － － － － Ｎ Ｍ＋Ｎ

Ｈ８ ２１０ ５２３ ７３３ ３９７１，１３０ ２０２１，３３２ １２３ ９６０１，０８３ ２４９ △１ ２４８ １９６ ３９７ ２５２ ２５４ △７０７ △４５９

Ｈ９ １７５ ５１９ ６９４ ４１０１，１０４ ８１，１１２ １５６ ９５２１，１０８ ４ △１ ３ ２０２ ４１０ ２５２ ２８８ △７４８ △７４５

Ｈ１０ １４７ ５３１ ６７８ ３７３１，０５１ ９１，０６０ １５０ ９０６１，０５６ ４ △１ ３ １９２ ３７３ ２６０ ２８７ ８ △７３６ △７３３

Ｈ１１ １４５ ５３０ ６７６ ３７４１，０４９ ５３１，１０２ １３７ ９４１１，０７８ ２４△１１ １３ １７３ ３７４ ２６０ ２８７ ３２ △７８０ △７６７

Ｈ１２ １２８ ５４０ ６６８ ３９１１，０５９ ３６１，０９５ １４６ ９７７１，１２３△２８ ７△２１ １７３ ３９１ ２５６ ２８５ ９ △７６８ △７８９

Ｈ１３ １２７ ５６１ ６８８ ３９５１，０８３ １５１，０９８ １４５ ９９４１，１３９△４１ ９△３２ １６０ ３９５ ２４０ ２７２ ２１ △７６８ △８００

Ｈ１４ １０１ ５１１ ６１２ ３５７ ９６９ ５ ９７４ １１８ ９０３１，０２１△４７ １２△３５ １５８ ３５７ ２３０ ２４４ ３ △６７６ △７１１

累計１，０３３３，７１５４，７４９２，６９７７，４４５ ３２８７，７７３ ９７５６，６３３７，６０８ １６５ １４ １７９１，２５４２，６９７１，７５０１，９１７ ７３△５，１８３△５，００４

割合 ２２％ ７８％１００％

� その他経費�Ｉには営業外・特別損益を含む。法人税等�Ｌには法人税等調整額を含む。
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愛媛エフ・エー・ゼット�の事業は、アイテム部門とアイロット部門に分類される。
このうちアイテム部門は、イベント施設である「アイテムえひめ」（県有財産）の快適

な利用環境の整備に取り組み、利用者に対するサービスの向上に努めることで施設の利用

促進を図るなど、イベント関係者に対する誘致活動を積極的に行っている。その一方で施

設の利用料金については、管理受託者である愛媛エフ・エー・ゼット�が、利用者から利
用料を代理収納し、県に納入するものとなっている。

施設管理にかかわる委託収入があるが、実質的に実費精算となっているため損益は生じ

ない。平成１４年度の受託収入の減少は、県の予算削減によるものである。アイテムえひめ

は県有施設であり設備費は県が負担している。

アイロット部門の主業務は倉庫業でありアイロット施設は法人が取得している。従って

設備関係費用は法人の決算に含まれている。

以上を背景に決算書を読む。

� 平成１４年度において、法人単独の損益はアイロット部門のほうが悪い（△７１百万円）

ように見えるが、県の収支と法人の結合損益でみるとアイテム部門（△１４０百万円）の

ほうが悪い。

� 事業収入について年度推移をみると、アイテム部門売上はオープン時２億円であった

が徐々に逓減し、平成１４年度は１億円まで低下した。同時に県の使用料収入（大部分が

アイテム事業）も減少が続く。県の使用料収入は支払利息にも満たない。一方アイロッ

ト部門売上は平均するとほぼ横ばいであるが平成１４年度は物流部門の落ち込み等により

減少している。

� 法人単独損益で見ると売上の減少に伴い当期損益は減少しているが金額はそれほどで

もない。県の損益を加えた事業全体の損益を見ると毎年約７億円の損失であり、累積で

は５０億円の損失となっている。この損失は大部分が県の所有するアイテムえひめの施設

に関わる費用である。

� 施設管理の委託料は平均３億９千万円程度であったが、平成１４年度から県の予算カッ

ト方針により減少してきている。法人も人件費の削減等の努力により委託料減少に対応

している。

� 使用料収入の減少はアイテム施設の利用率の減少を意味している。使用料収入と委託

料支出の収支差が赤字である。利用料金制度の導入によるインセンティブ付与と法人の

経営努力により使用料収入の増加（イベント会場の稼働率向上に伴う）が図られること

で収支改善の可能性が期待でき、結果として県の委託料支出の削減が可能になると思わ

れる。

� アイテムえひめの建設資金の借入は、県が平成５年度から７年度にかけて借入（起債）

したものであり、総額８３億円、金利３．４％から４．２％である。支払利息は推移表のとお

り、これまで総額約２０億円支払っている。

Ｂ：評価・問題点

アイテムえひめの使用料金収入が県に収納される仕組みであれば、愛媛エフ・エー・ゼッ

ト�が積極的に利用促進を図ったとしても愛媛エフ・エー・ゼット�の利益拡大には貢献
しない。愛媛エフ・エー・ゼット�は株式会社形態であり、株式会社は利益獲得を使命と
するものであり、自らの経営努力が損益に反映することが基本である。そう考えれば、取
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引スキームも愛媛エフ・エー・ゼット�の損益改善に向けたインセンティブの働く工夫が
施されるべきである。

Ｃ：結果と提案

（利用料金制度の導入）

「公の施設」の管理について管理受託者にインセンティブを付与する方法として地方自

治法上では「利用料金制度」が設置されている（法第２４４条の２第８項）。利用料金制度

とは、「公の施設」の利用料収入を管理受託者に直接収受させる一方で、施設の管理運営

に要する経費を利用料金収入の中から賄わせる制度である。

利用料金制度の採用によるインセンティブの付与により、法人の収支改善とそれに伴う

県の財政負担の軽減が期待できる。また、利用率の向上等により県民に対する有効性が高

まると予想される。アイテム部門に指定管理者制度の適用を検討するとともに利用料金制

度を導入すべきである。

ただし、現状ではアイテムえひめの年間の使用料収入１億６千万円に対し、管理委託料

は３億６千万円と収支に２億円程度の乖離があるため、利用料金収入のみで管理運営費用

を賄うことはできない。適正に設定された委託料との併用等の方策を講じる必要がある。

（駐車場の利用方法）

駐車場は愛媛県の施設（一部は法人と共有）であり、条例による利用料金を法人が県の

代理人として徴収しているが、施設の駐車料金を利用者から徴収することは民間の集客事

業では考えられないことであり、無料化する方向で検討すべきである。駐車料収入は年間

２３百万円でしかなく、駐車料金が高いことが原因で集客及び収入チャンスを逸している可

能性も大である。管理の簡素化により管理経費も低減することが可能になる。「イベント

があっても入場料の他に駐車料金が高いので敬遠する」との声が無きようにすべきである。

駐車場の利用方法は施設やイベントの営業政策と関連することでもあり、利用料金制度

の導入と併せて、委託管理者に運用を任せるべきである。

＜注＞

平成１５年６月の法改正により、公の施設の管理制度は、管理委託制度から指定管理者制

度へ移行しているが、施行日（平成１５年９月２日）より３年間は、経過措置により、管理

委託制度が認められている。

なお、利用料金制度は、指定管理者制度においても、管理委託制度と同様に採用するこ

とができる。

� えひめこどもの城（（社福）愛媛県社会福祉事業団管理）

（概要と現況）

えひめこどもの城は、子供達が遊びや交流を通じて様々な体験活動を行うことにより、

創造力や自主性、社会性、豊かな感性などを育むことができるよう、県立の児童厚生施設

として平成１０年１０月に開園した。当園は県総合運動公園と県立とべ動物園に隣接し、美し

い水辺景観を持つ通谷池を始め、果樹園、山林等があり、約３５ヘクタールの環境の豊かな

場所となっている。（ホームページより抜粋）
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� 平成１４年度の（社福）愛媛県社会福祉事業団の事業と収支決算

平成１４年度 収支決算額一覧表

（社福）愛媛県社会福祉事業団 （単位：百万円）

会計
の数 会 計 名

前 期
繰越金

当 期
収 入

当 期
支 出

当期収
支差額

次 期
繰越金 構成

比Ａ Ｂ Ｃ Ｄ（Ｂ－Ｃ） Ｅ
１

社
会
福
祉
事
業

一般会計（事務局） ０ ８２ ８２ ０ ０ ４％

２ 松前清流園 ２１ ２４５ ２６６ △２１ ０ １４％

３ 重信清愛園 １８ ２１２ ２３０ △１８ ０ １２％

４ 身体障害者更生指導所 １３ １４１ １５４ △１３ ０ ８％

５ 重度身体障害者授産所 ６ １４７ １５３ △６ ０ ８％

６ 視聴覚福祉センター ８ １３８ １４６ △８ ０ ７％

７ 障害者更生センター １ １１１ １１２ △１ ０ ６％

８ 身体障害者福祉センター ４ ８３ ８７ △４ ０ ４％

９ 知的障害者更生訓練校 ６ ５４ ６０ △６ ０ ３％

１０ 知的障害者通勤寮 ４ ５１ ５６ △４ ０ ３％

１１ 愛媛母子生活支援センター ５ ４４ ４９ △５ ０ ３％

１２ 知的障害者地域生活援助事業 ６ １３ １９ △６ ０ １％

小 計 ９３ １，３２２ １，４１５ △９３ ０ ７２％

１３ えひめこどもの城 ７ ５４１ ５４８ △７ ０ ２８％

計 １００ １，８６２ １，９６２ △１００ ０ １００％

１４ 収益
事業

更生訓練校授産事業 １ ９ ９ ０ １

１５ 重度授産所授産事業 ２ １２ １２ ０ ２

１６

基
金
等
会
計

地域福祉基金助成事業 １２６ ４ ２２ △１９ １０７

１７ 民間社会福祉事業振興資金 ２５１ ２ ０ １ ２５２

１８ 運営安定資金 ０ ５６６ ５６６ ０ ０

１９ 欠損補填積立金 ６ ０ ０ ０ ６

２０ 退職積立金 ５５ ４６ ８ ３８ ９３

小 計 ４４１ ６３８ ６１７ ２１ ４６１

合 計 ５４１ ２，５００ ２，５８０ △８０ ４６１

＜決算書を読む＞

� 社会福祉事業に占めるえひめこどもの城の構成比は２８％であり、約５億円のコストが

かかる。

多額の設備投資をしているが、そのコスト（償却、金利）は上表に含まれていない。

� 社会福祉事業などにおいては、次年度繰越金が０である。従って自主事業が行えず、

県の直営事業に等しい。

� 基金等会計は一般会計に含めて管理（会計処理）することが望ましい。

� ２０会計単位があるが、総括表がないため法人の全体像がわかりにくい。
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� 最近５年間の県と法人（（社福）愛媛県社会福祉事業団）の収支合算の推移

県と法人の結合収支計算書（５年間推移） （単位：百万円）

部門別の名称 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度
県委託料収入 ※ １，４１０ １，７０６ １，６８７ １，６９６ １，７９２
国委託料収入 ０ ０ ０ ０ ５
繰入金 ５ ４ ４ ３ ９７

社会福祉
法人収入

利用料収入 ３６ ３６ ２８ ２７ ２５
利用者負担金 ７ ７ ７ ７ ７
基金運用収入 ５３ ５３ １６７ ５ ４
貸付金 １５９ １２７ ９１ ７６ ６８
借入金 ９００ ９００ ９００ ５００ ５００
雑収入 ６ １０ ３ ３ ２
法人収入計 � ２，５７６ ２，８４３ ２，８８７ ２，３１７ ２，５００
施設使用料収入 ８７ １２１ １００ ９４ ８６

愛媛県収入 措置費収入 ６７８ ７１６ ７２７ ７０８ ７００
作業収入等 ３０ ３０ ２７ ２８ ２７

愛媛県収入計 � ７９５ ８６７ ８５４ ８３０ ８１３
法人・愛媛県収入合計 �（�＋�） ３，３７１ ３，７１０ ３，７４１ ３，１４７ ３，３１３

人件費 ※ ８５７ ９１５ ９１１ ９２７ １，０３３
委託費 １４７ ３１５ ３１５ ３１３ ３２１
減価償却費 ０ ０ ０ ０ ０

社会福祉
法人支出

その他 ４８２ ５５０ ５４７ ５２８ ５５５
貸付金 １５９ １３３ ８８ ７４ ６６
繰入金 ５ ４ ４ ３ ９７
借入金返還金 ９００ ９００ ９００ ５００ ５００
退職積立金 １１ ３ ７ １０ ８
法人支出計 � ２，５６１ ２，８２０ ２，７７２ ２，３５５ ２，５８０
県委託料 ※ １，４１０ １，７０６ １，６８７ １，６９６ １，７９２

愛媛県支出 工事請負費・修繕費 ０ ０ ０ １０ ７
備品購入費 １６４ １ ３ ０ ５
派遣職員人件費 １０４ １５２ １４６ １４２ －

愛媛県支出計 � １，６７８ １，８５９ １，８３６ １，８４８ １，８０４
法人・愛媛県支出合計 �（�＋�） ４，２３９ ４，６７９ ４，６０８ ４，２０３ ４，３８４

法人収支差 �－� １５ ２３ １１５ △３８ △８０
愛媛県収支差 �－� △８８３ △９９２ △９８２ △１，０１８ △９９１

法人・愛媛県収支差 �－� △８６８ △９６９ △８６７ △１，０５６ △１，０７１

※平成１４年度派遣職員人件費８３百万円については、事業団から支給する方法へ変更されたため、「県支
出、県委託料」及び「法人支出、人件費」にともに計上されている。

＜決算書を読む＞

� 法人・愛媛県収支差（�－�）のとおり、毎年運営コストが逓増傾向にある。
� 財産目録には固定資産物品が１８２百万円計上されているが、減価償却が０円である。

減価償却を実施すべきである。

� 法人支出の委託費３２１百万円（平成１４年度）のうち、主たるものはえひめこどもの城

の２７９百万円であり、経費節減の重点項目である。

� 利用料金制度を採用していないため、通常、利用料収入は県の収入であるが、法人の

利用料収入（平成１４年度２５百万円）も計上されている。これは障害者更生センターの飲

食料等の収入である。
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� えひめこどもの城の平成１４年度決算

えひめこどもの城会計収支計算書

自平成１４年４月１日 至平成１５年３月３１日（単位：百万円）

科 目 予算額 決算額 差引 備 考
収入の部

前年度繰越金 ７ ７ ０
委託料 ５４０ ５４０ ０
ＶＹＳリーダー研修会等事業委
託料 １ １ ０

雑収入 ０ ０ ０
合 計 ５４８ ５４８ ０

支出の部
事務費 ５００ ５００ ０ ９１．２％

業 務 委 託 費 ２７９ ２７９ ０ ５１．０％
職 員 俸 給 ５０ ５０ ０ ９．２％ 人件費計
賃 金 ４４ ４４ ０ ８．０％ １４５
職 員 諸 手 当 ３１ ３１ ０ ５．７％ ２６．５％
法 定 福 利 費 １５ １５ ０ ２．７％
退 職 積 立 繰 入 金 ５ ５ ０ １．０％
光 熱 水 費 ３０ ３０ ０ ５．５％
修 繕 費 １８ １８ ０ ３．２％
そ の 他 経 費 ２３ ２３ ０ ４．３％
事務局会計繰入金 ４ ４ ０ ０．７％

事業費 ４８ ４８ ０ ８．７％
委 託 料 ２１ ２１ ０ ３．８％
そ の 他 経 費 ２７ ２７ ０ ４．８％

ＶＹＳリーダー研修会等事業費 １ １ ０ ０．１％
合 計 ５４８ ５４８ ０ １００．０％

次年度繰越金 ０ ０ ０

＜決算書を読む＞

� 次年度繰越金がゼロであり、自主事業はできない。

� 委託料収入のうち、施設管理業務の外部委託費は２７９百万円（支出の５１％）である。

� 予算・実績の差額がゼロである。

� こどもの城事業を他の社会福祉事業と分離して特別会計としていることは正しい。

� 事業費は４８百万円（８．７％）であり、必要な人件費は１４５百万円（２６．５％）である。

� 人件費の内、派遣職員５４百万円、県ＯＢ４百万円である。

� こどもの城等の県の収支状況

社会福祉事業団ととべ動物園の県収支状況（平成１４年度） （単位：百万円）

外郭団体名 県関係施設所管課名 平成１４年度県収支 １４年度減
価償却費施設名 主管課名 県収入 県支出 収支差

（社福）愛媛県
社会福祉事業
団

愛媛母子生活支援センター 子育て支援課 ２８ ４５ △１７ ５
松前清流園 ２１６ ２７０ △５４ ２
重信清愛園 １４８ ２２１ △７３ １
身体障害者福祉センター １ ８５ △８４ １２
身体障害者更生指導所 ９７ １４４ △４７ ６
障害者更生センター（道後友輪荘） 障害福祉課 １４ ８９ △７５ １１
知的障害者更生訓練校 ５９ ６４ △５ ２
知的障害者通勤寮 ２１ ５２ △３１ ２
重度身体障害者授産所 １２８ １５９ △３１ ５
視聴覚福祉センター ２７ １３２ △１０５ ２６

小 計 ７３９ １，２６１ △５２２ ７２

えひめこどもの城 子育て支援課 ７４ ５４３ △４６９ ９６

	愛媛県動物
園協会 とべ動物園 都市整備課 １０９ ６２７ △５１８ ９２
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＜決算書を読む＞

� 収支差（損）は社会福祉１０事業（５２２百万円）とこどもの城（４６９百万円）ととべ動

物園（５１８百万円）とがほぼ同規模である。

� 減価償却費はこどもの城（９６百万円）が最も大きく、この他に借入金利息がある。

� （社福）愛媛県社会福祉事業団の収支差損の半分は大型児童館の維持管理費である。
評価及び意見：

（大規模設備が必要かの再検討）

こどもの城施設はメインのあいあい児童館（建物：大型児童館）の他に、隣接の遊具施

設として、ミニＳＬ、てんとう虫のモノレール、マウンテンバイク、ボブスレー、サイク

ルモノレール、ロードトレイン、ボートがある。遊具施設はいわば山間部の遊園地であり、

低料金のため親子連れ家族には喜ばれているが、今後、施設の老朽化とともに利用者は減

少し、維持修繕コストは高くなっていくことが想定される。こどもの城の利用状況データ

によれば、年間利用収入は３，４，５，８月の４か月で年間の５割以上を占めている。残

り８か月は設備の低稼働にもかかわらず高額の維持費が必要になる。

自然と親しむためにこのような大規模設備が必要であるか再検討すべきである。施設を

継続するにしても、利用施設範囲の縮小、平日の一部施設閉鎖等、抜本的なコスト削減対

策を講じなければならない。

（長期修繕計画作成の必要性）

なお、これらの設備の長期維持・修繕計画を責任者に尋ねたが、長期設備計画は存在せ

ず、考える人（経営責任者）がいないとの印象を受けた。経営者は長期的視野で物事を考

えるべきであるが、県ＯＢ責任者は長期に在職しないので将来への積極的関心が薄いので

はないか。

（施設管理業務の一元化が必要）

当事業団は、こどもの城あいあい児童館の維持管理、自然公園の植栽・清掃、遊具施設

の運転管理等を一体的に受託している。児童福祉振興のためのソフト的な事業は、県が主

体となって行うべき事業であるが、５億円のうち相当の額（平成１４年度外部委託費２７９百

万円）が維持管理事業に費やされており、これらの事業は民間事業者が経済的・効率的に

実施することが期待できる分野である。どの程度のコスト削減が可能であるかは具体的に

算定できないが、外部委託費の横ばい傾向や予定価格に対する高率決定の状況を考え合わ

せると、競争原理が働く指定管理者制度の導入及び関連施設の一括管理（総合運動公園、

とべ動物園、森林公園）による経営合理化により、大幅なコスト削減が期待できることを

確信する。

（＊）施設の一括管理を実行した例として次の例があるので参考にされたい。

・「甲府市の福祉、文化、スポーツ施設を運営協で一元管理へ。人員配置効率化、

外郭団体を統廃合」（山梨日日新聞 平成１２．１．１８）

・「県総合公社４月スタート、１７施設を一元管理。秋田県」（秋田魁新報 平成１２．

１．６）
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結果：

� えひめこどもの城事業の縮小を検討すべきである。

こどもの城は費用対効果の面から判断して、事業の有効性に問題があると言わざるを得

ない。建設済みの施設ではあるが支出に占める事業支出の割合があまりにも低く、施設管

理に莫大な資金を投入している。自然を楽しむ施設なら森林公園や松山市の野外センター

の活用も考えられる。児童福祉の教育的役割であれば郊外に施設を設ける必要性はない。

こどもの城は児童福祉法に基づき建設された施設であるが、減価償却費９６百万円及び支

払利息２３１百万円を除く運転資金のみで毎年約５億円余の財政支出（平成１４年度収支差損

４６９百万円）であり、このうち事業費（人件費を除く）は４８百万円（�表）でしかない。
県財政の収支差（�表）から見れば、こどもの城の収支差損は社会福祉事業団の１０事業合
計に相当しており、事業の有効性は極めて悪いと判断する。こどもの城の経営内容および

施設を見直すことにより５億円の事業費を費やさなくとも相当有効な事業展開ができると

考えられる。

� （社福）愛媛県社会福祉事業団から事業を分離すべきである。
経営理念、事業内容、収支差損、法人損益への影響など経営及び財務的視点からみて明

らかにこどもの城は異業種である。

こどもの城は、平成２年８月７日付厚生省事務次官通知により（社福）愛媛県社会福祉事

業団が経営しているが、児童福祉法に基づいて施設が建設されたという経緯はあるものの、

同事業団が経営する他の事業（障害者・母子等の社会的弱者支援事業）との異質性から考

えると、同事業団は、こどもの城以外の社会的弱者支援事業に特化して経営すべきと考え

られる。

意見：事業主体の統合を検討すべきである。

「えひめこどもの城」（（社福）愛媛県社会福祉事業団管理）と隣接する「とべ動物園」

（�愛媛県動物園協会管理）の経営管理の統合を検討すべきである。
とべ動物園との間に連絡通路が設置されているが、道が険しく利用しづらい。双方自由

に行き来できる環境を整備するとともに、共通点の多い施設の経営管理を一本化して経営

の合理化を検討すべきである。

今後、広範囲かつ柔軟に立地環境を生かすためにはとべ動物園（�愛媛県動物園協会管
理）との一体経営が有効と考えられる。また、子供・家族・自然をキーワードとすれば、

えひめ森林公園（�愛媛県スポーツ振興事業団管理）も含めて一体管理することも考えら
れる。

例えば、植栽業務、清掃業務等、主要な外部委託費を一括発注することによるコストダ

ウン、こどもの城と動物園の駐車場の共通利用、事務管理部門の一部統合化等によれば、

様々な効率化・合理化が可能になるのではないか。

また、こどもの城のメイン事業の一つに野外活動事業があり、屋外施設や自然を活用し

た体験プログラムを実施している。これらは、森林公園事業又は動物園事業と関連する事

業であるため、イベント・人材の相互乗り入れで事業の相乗効果も期待できる。
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� 有効利用されていない施設

現場視察・利用状況調査により有効利用されていない施設は次のとおりである。

（結果）

利用率が向上する施設にする必要がある。

・県民文化会館（�愛媛県文化振興財団管理）の特別会議室（国際会議場）
平成１４年度の利用回数は８回と利用率は低い。国際会議に限定しない利用方法の検

討、利用料金体系の見直し等で利用率向上を図る必要がある。

・女性総合センター（�えひめ女性財団管理）内のニューメディアルーム（ＶＴＲ設備）
昭和６２年開館当時は鳴り物入りの設備であったが、今では機能的に陳腐化しており、

殆ど利用されていない。部屋の用途変更等を検討する必要がある。

６．資金の有効性と課題
� 基本金（基本財産）の有効性

Ａ：現況

基本金と運用益の状態 （単位：百万円）

法人名 設立 基本金 県の出
資比率

基本金運用収入 基本財産の
流動化検討設立頃 Ｈ１０ Ｈ１４

�愛媛県文化振興財団 昭和５５ １，５１７ ７９％ １０３ ３６ １５ 必要

�えひめ女性財団 平成３ １，０００ １００％ ７０ ２１ １０ 必要

�愛媛県スポーツ振興事業団 昭和４９ ７５０ ６７％ ３５ １５ １０ 必要

�愛媛県動物園協会 昭和６２ ２０ ５０％ ０ ０ ０

（社福）愛媛県社会福祉事業団 昭和４７ １０ １００％ ０ ０ ０

�愛媛県廃棄物処理センター 平成５ １０ ２５％ ０ ０ ０

�愛媛県埋蔵文化財調査センター 昭和５２ ５ １００％ ０ ０ ０

� 基本金の大きい順にソートしている。
運用収入０は１００万円未満を意味する。

外郭団体の基本金及び基本金運用収益の状況は表のとおりである。設立当初は、基本金

（基本財産）の運用益も４千万円から１億円近く見込まれたが次第に利回りが低下して、

当初の事業を継続するためには、県が資金提供するしかなくなっている。

上位３団体以外の法人は、初めから基本金（基本財産）が少ないため、運用益で法人経

営することは予定されていなかったと思われる。では、基本金の多寡と法人運営はどのよ

うな意味を持つのか。

基本金は、財団法人の設立に当たり基本財産として保持し、その果実を財団運営資金と

して利用する目的の資金である。しかしながら、現状は運用益ではなく、県からの委託料・

補助金で運営している。
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Ｂ：評価

株式会社では資本金が事業用資産に投資されて活用できるが、公益法人の基本金は、寄

附行為により基本財産として保持しなければならず事業資金としての使用ができない。す

なわち、多額の資金が生かされずに眠っているのであり、かつ、運転資金は、全面的に県

が委託料又は補助金で支出しているので、基本金（基本財産）の運用益が少なくても法人

の事業運営には支障がないのが現状である。

本来ならば運用果実の減少に伴い財団法人の事業の見直しが検討されるべきと考えられ

るが、県の委託料の増額対応により県の予算規模が次第に増大してきた。

Ｃ：結果・提案

多額の基本金（基本財産）を有する３法人（�愛媛県スポーツ振興事業団、�愛媛県文
化振興財団、�えひめ女性財団）については、資金を有効活用するために基本財産の流動
化が必要である。

基本金（基本財産）の運用益が少なくても法人運営に支障がないことは、基本金（基本

財産）が必要ないことを意味しているといえる。したがって、このような有効活用できな

い資金を放置しておくことには、合理性が認められないと言わざるを得ない。

方策として以下を提案する。

� 寄附行為等を変更して、基本財産の一部を運用財産へ振り替える。すなわち、基本財

産を流動化する。

� 事業の見直しを行い、運用財産（資金）の有効活用のために中期計画を立てる。

� 財団の自主事業が可能となる柔軟な組織・体制を作り、財団活用の原点にもどる。

以上の対策により、現在使えない多額の資金が使える資金となり、事業の活性化が期

待できるとともに、県の財政負担の削減にも有効と考えられる。

� （社福）愛媛県社会福祉事業団が保有する基金の有効性
（社福）愛媛県社会福祉事業団が特別会計として保有する資金又は基金が有効活用されて

いるかどうかについて調査・検討した。その結果、以下の特別会計について会計処理及び

資金活用の有効性について課題があると考えられる。

� 地域福祉基金助成事業特別会計（事業資金３７億円）

Ａ：現況

平成３年４月から平成５年９月にかけて国からの地方交付税をもとにした県からの資金

３４億円に、財団法人愛媛県ボランティア振興財団解散に伴う寄附金３億円の資金を加えた

合計３７億円を基金とした。

福祉フェアの実施など平成１４年度では、１０法人を対象に１３事業に対し助成した。しかし

低金利の経済環境の影響から運用益が減少しており、平成１４年度では運用益３，５２４千円に

対し、事務費４，８３６千円、事業費１７，５０５千円であり、運用益は事務費さえも下回っている。

当該特別会計では、平成８年度から１２年度にかけて実施した自由金利型定期預貯金の運

用益が平成１４年度末時点で９８百万円繰り越されており、現在この繰越金を取り崩して事業

が運営されている状況にある。今後も現在と同規模の事業が継続するものと考えれば、繰

越金は平成１９年度にはなくなり、その後の事業運営は困難となる。

３５



Ｂ：評価・検討

� 地域福祉基金３７億円は（社福）愛媛県社会福祉事業団の財産であるか、それとも県から

の預り金（負債）であるか。

貸借対照表の貸方には地域福祉基金の科目で表示されているが、地域福祉基金という

科目の預り金なのか、正味財産の一部なのかが論点である。

地域福祉基金が県からの預託金であるならば、預託金は負債に計上すべきであり、財

産目録では正味財産４０億円と表示されているが３７億円減額となり、正味財産は４億円と

なる。

愛媛県出資額の一覧（第１．２．�の表参照）においては県出資額（基本金）は１０百万
円とされており出資金でないとすれば、果実を利用させることを目的とする県の預け金

と考えられ、事業団は借入金又は預り金として貸借対照表上、負債に計上すべきものと

なる。

事業団の意見並びに県の主管課の見解を尋ねたが、事業団は財産と考えているようで

あるが、県としては県の資金として使用できると考えているようであった。

過去の県の「支出負担行為書」を調査したところ、いずれも、款０３（民生費）、項０１（社

会福祉費）、目（社会福祉振興費）、節（投資及び出資金）とされていた。

基金払い込みの経過は次のとおりである。

平成３年４月１日：３億円（平成３年３月３１日解散したボランティア振興財団

の基本金）

平成３年４月１日：１２億円を県より支出

平成４年９月３０日：１１億円を県より支出

平成５年９月３０日：１１億円を県より支出 以上合計３７億円。

資金拠出の経緯からすると基金は事業団の財産と考えられる。

� 地域福祉基金は有効活用されているか。

平成３年３月２８日の（社福）愛媛県社会福祉事業団の理事会議事録を引用する。事業開

始前の事務局の答弁である。

「事業の助成には、基金の運用益を当てるものとしておりまして、当初予定しており

ますのが利率７．５０％で見込み、事務費を入れて１１２，５００千円を予定しております。対象と

なるのは、民間法人等が実施する長寿社会に向けての在宅福祉の普及・向上、健康生き

がい作りの推進及びボランティア活動の活発化等の事業であり、各種民間法人等からの

事業の申請を提出願い、別につくります審査会の審議を経て、承認することといたしま

す。」

このように当初は十分な運用益が見込まれていたため、基金はある程度有効活用され

ていたと考えられるが、最近は運用益が僅少であり、基金は有効活用されていないとい

える。

Ｃ：結果

もともと国の地方交付税等による財源措置により基金が創設されたものであるが、今で

は十分な運用益の獲得が難しくなった現実を踏まえ、基金の有効活用を再検討すべきであ

る。

資金拠出の経緯から基金は事業団の財産であると考えられるが、上記Ｂ�に記載されて
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いる助成対象から考えると事業団単独で使用できる資金でもない。

また、理事会で決定すれば県に資金を返還して運用を県に任すことも可能である。

基金設定目的（福祉のための利用）に沿う必要はあるが、柔軟に使用できる資金と考え

られる。基金を眠らせて事業を行わないことが問題である。

� 民間社会福祉事業振興資金特別会計（事業資金２億４３百万円）

Ａ：現況

当該特別会計は、県・市町村からの借入金を原資に民間福祉事業法人に対してその振興

を図るために貸し付けを行うものである。昭和４７年度に県下の市町村から１０百万円を借入

れた他、昭和４７年度から昭和４９年度にかけて県から２３３百万円の借入れを行っている。

Ｂ：評価

平成１４年度末時点の当該特別会計からの貸付金残高は３百万円に留まっており、県から

２３３百万円の資金が貸し付けられているにもかかわらず、その資金は有効活用がなされて

いない。

当該特別会計からの貸付金が少額に留まっている理由として次のものが考えられる。

� 当該特別会計からの貸付金利率は、施設整備資金では３％、設備運営資金では５％と

設定されており、民間金融機関の貸付利率を上回っている。

� 国の独立行政法人福祉医療機構からの同様の趣旨の貸付制度がある。

� 施設整備の需要が減少している。

Ｃ：結果

当該特別会計からの貸付事業は制度的にも他の貸付制度との重複が見られるなど、今後

の必要性が低いものと考えられる。資金が有効に活用されておらず、貸付事業を廃止すべ

きである。

� 社会福祉施設運営安定資金特別会計（借入資金：５億円）

Ａ：現況

当該特別会計は、県から一定の資金を年度当初に借り入れ、年度末をもって県に返済す

る。そして、その資金をつなぎ資金を必要とする民間社会福祉法人に貸付（無利息）する

ものである。平成１４年度では、県から５億円（＊１）の借り入れを行い、民間社会福祉法

人４法人に６６百万円の貸付を行った。当該特別会計は、県からの借入金を原資に民間社会

福祉法人に貸付を行う他、その借入金の運用益で事務費を捻出することを目的としている。

＊１：平成１５年度から２億円に減額している。

Ｂ：評価

事務費の捻出を考慮しても、貸付金６６百万円に対して県からの借入金５００百万円は過大

である。

Ｃ：結果

民間社会福祉法人への貸付など事業として一定の存在意義は有しているものの、県から

の資金が有効活用されているものとは言いがたく、必要ならば県が実施すべきである。
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� 欠損補填特別会計（残高：約６百万円）

Ａ：現況

当該特別会計は、民間社会福祉事業振興資金特別会計からの貸付金の貸し倒れを担保す

るために、当該貸付金の利息相当額の１０％を繰入金とするものである。平成１４年度では民

間社会福祉事業振興資金特別会計からの貸付金利息の１０％相当額１２千円の繰り入れが増加

している。このように年度ごとの増加額は少額ではあるが、これまで取り崩しが行われて

いないため残高としては５，７５４千円となっている。

Ｂ：評価

民間社会福祉事業振興資金特別会計からの貸付金については、これまで貸し倒れが発生

した実績は無く、貸し倒れのリスクは低い。

Ｃ：結果

資金を留保する必要性は全くない。欠損補填特別会計は廃止すべきである。

７．指定管理者制度（意見）
� 制度の概要

指定管理者制度とは、第３セクターなどの地方公共団体の出資法人や公共団体等が管理

受託者として公の施設の管理を行う従来の「管理委託制度」を改め、民間事業者を含む法

人その他の団体が地方公共団体の指定を受け、「指定管理者」として管理を代行できると

いうものである。

＜概 要＞

� 改正条項

法第２４４条～第２４４条の４（平成１５年６月１３日法律第８１号。施行同年９月２日）

� 改正の概要

� 現行制度

イ．現行では、公の施設（住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための

施設「法第２４４条」）について、その管理を当該施設の設置目的を効果的に達成する

ため必要と認めるときは、条例の定めにより�出資法人（いわゆる第３セクター等）、
�公共団体（土地改良区等）、�公共的団体（農協、漁協、生協、自治会等）に委託
することができるとしている。（法第２４４条の２第３項）

ロ．管理受託者、施設の料金等は条例で定められ、議会の承認が必要である。

� 改正後（移行期限平成１８年９月１日まで）

イ．管理の代行

広く民間事業者を含めた法人その他の団体が、「指定管理者」として、地方公共団

体の指定を受けその施設の管理を代行する。

ロ．指定管理者の範囲については特段の制約を設けず、議会の議決を経て指定する。

ハ．指定管理者の指定手続、指定基準、業務の具体的範囲、管理基準等はそれぞれ条例

で定める。指定管理者は、施設の使用許可を行うことができる。利用料金は「管理委

託制度」と同様自らの収入とすることができる。

ニ．対象施設は現行と同じである。
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ホ．指定期間は法令で設けていないが特定する必要がある。

� 制度導入を検討すべき施設

今後自治体はすべての公の施設について、自治体が直営で管理するか、あるいは指定管

理者制度により施設管理を委任するかを決定しなければならない。指定管理者制度による

場合は、従来委託してきた外郭団体と新規参入予定の民間事業者との間で競争原理が働い

て管理業者が決定されることになる。

したがって、移行期間の間に外郭団体の各法人は、組織改革を進めて経営力を高める対

策を講じる必要がある。

� 新県立武道館

県立武道館が平成１５年１０月に新規オープンしたが、旧武道館の管理を行っていた�愛媛
県スポーツ振興事業団へ管理・運営を委託している。県の説明では旧武道館で行っていた

事業の移転であるために従来の管理者である�愛媛県スポーツ振興事業団が施設の管理を
引き継いだとのことである。ただし、業務内容が大幅に拡大しているため、新たに委託契

約を締結している。

新しい指定管理者制度の採用には間に合わなかったが、施設の規模及び事業内容・予算

ともに旧武道館とは比較にならないほど大型（日本武道館と並ぶ日本最大級と謳われてい

る。）であり、今後の管理運営の巧拙によって県の財政負担に大きく影響するものと考え

られる。

事実上、新設の公の施設と考えられるため、指定管理者制度の早期導入により経済的か

つ効率的な施設管理業者を選定する必要がある。

� 対象となる公の施設

監査対象の法人が管理する施設で新制度の対象になると考えられる主要な施設と管理の

現況は次のとおりである。
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＜県有施設別の県収支及び主管課一覧表＞ （単位：百万円）

管理委託先の団体名 主管課名 施設名
平成１４年度県収支

意見
県収入 県支出 収支差

子育て支援課 えひめこどもの城 ７４ ５４３ △４６９ 指定管理
松前清流園 ２１６ ２７０ △５４ 指定管理

（社福）愛媛県社会
福祉事業団

重信清愛園 １４８ ２２１ △７３ 指定管理
障害福祉課 身体障害者更生指導所 ９７ １４４ △４７ 指定管理

重度身体障害者授産所 １２８ １５９ △３１ 指定管理
視聴覚福祉センター ２７ １３２ △１０５ 指定管理

�愛媛県スポーツ
振興事業団

都市整備課 愛媛県総合運動公園 ２３ ３４５ △３２２ 指定管理
保健スポーツ
課 愛媛県武道館（道後） ２ １９ △１７ 指定管理

�愛媛県埋蔵文化
財調査センター 都市整備課 道後公園（湯築城資料館含） １１ ９３ △８２ 指定管理

�愛媛県文化振興
財団 文化振興課 愛媛県県民文化会館 １５９ ４４６ △２８７ 指定管理

�愛媛県動物園協
会 都市整備課 とべ動物園 １０９ ６２７ △５１８ 指定管理

�えひめ女性財団 男女参画課 女性総合センター ６ １１５ △１０９ 指定管理

�愛媛県廃棄物処理センター なし

南レク� 都市整備課

第１号公園（南楽園、ファミリ
ーパーク、オートキャンプ場） ２２ １７０ △１４８ 指定管理

第３号公園（展望タワー・ロー
プウェイ・運動施設） ８ １１０ △１０２ 指定管理又は地元譲渡
第４号公園（津島プレーラン
ド） ５ ９５ △９０ 地元へ譲渡

第５号公園（御荘プール、多目
的広場など） １９ １１３ △９４ 地元へ譲渡

第６号公園（キャンプ場、海水
浴場など） ０ ７ △７ 地元へ譲渡

第７号公園（太陽の広場、ジャ
ンボスライダー、スロープカー） ２ ８９ △８７ 地元へ譲渡

松山空港ビル� なし
愛媛エフ・エー・
ゼット� 産業政策課 愛媛国際貿易センター（アイ

テムえひめ）など １５８ ３５７ △１９９ 指定管理

松山観光港ターミ
ナル� 港湾海岸課 松山観光港ターミナル １ ４３ △４２ 指定管理

合 計 １，２１５ ４，０９８ △２，８８３

� 県支出は施設の管理に要する経費を計上している。

指定管理者制度は公の施設の管理についての民間活用の制度である。これまでの管理委

託先は自治体が出資する法人等に制限されていたが、今後は自由競争原理により経済性・

効率性の観点から、最少費用で最大の効果を発揮する法人を選定して管理を委任すること

になる。

この場合、対象施設を分類して対策を講ずる必要がある。

先ず、機能的に見て県が維持する必要性がない施設については廃業又は地元自治体への

譲渡を検討する。上表でも簡単に意見を記載した。
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次に、県が直接管理する施設を判断して対象施設を決定する必要がある。直接管理とは

県が清掃業者等の外部委託先を直接選定することを含んでいる。管理費が高額にならない

施設や県の事業と不可分の事業などが該当すると考えられる。高額とならない施設管理は、

経済性・効率性を深く追及しなくても県財政への影響が小さいからである。

施設の管理費が大きくなる施設は、経済性と効率性の観点からコスト削減効果が期待で

きるため、指定管理者制度を積極的に活用すべきである。個々の施設ごとの管理方式の判

断は過去の状況も踏まえて県が判断することになる。今回の監査で、委託費、人件費をチェッ

クしたが、外部委託費については予定価格に限りなく近いところで外注先が決定されてお

り、また、人事及び給料の制度が官庁タイプの年功序列制度を採用して硬直的である。指

定管理者制度による契約では、経営の効率性や人事制度は相手方の問題であり、県は仕事

の内容と金額で仕事を発注できるため、民間の業務品質導入と低コスト化が可能となるこ

とが期待できる。

指定管理者制度への移行期限は平成１８年９月であるが、平成１７年秋には指定管理者候補

の募集開始が必要と考えられるため、実質２年の準備期間しか残されていない。この間に、

外郭団体は抜本的改革を進めて民間事業者と競争できる体制を整える必要がある。

� 既存法人への影響と対策

指定管理者制度は、事業の再編問題であるとも考えることができる。

指定管理者制度がなくても、次に述べる事項は外郭団体の経営の効率性の観点から改善

すべき事項であるが、新制度が決まった以上、現在の外郭団体が生き残るためには改革が

急務である。一方、県は既存の外郭団体を守ることよりも、経済性・効率性の観点からベ

ストの管理業者を選定し、施設利用の有効性を高めることが県民への責務である。

� 人事制度・給与体系の見直しが必要である。

民間の強みは人事制度及び給与体系がフレキシブルであり業績評価やインセンティブに

秀れていることにある。県の外郭団体の強みは、県の施策（事業）を熟知しており、経験

により業務に慣れていることである。

外郭団体は人事制度及び給与体系を抜本的に改革して、有能な人材の登用と職務給をベ

ースにインセンティブが期待できる人事・給与制度を導入すべきである。

� 経営者・管理者に民間又は職員からやる気のある優秀な人材を登用すべきである。

仕事の成果はリーダーの意思と積極性で決まる。プロパー職員の中から新リーダーを抜

擢するか中途採用で管理者を導入することにより、外郭団体は県の予算執行的な仕事のや

り方からチャレンジ精神のある積極経営へ転換すべきである。

現状は、経営管理を県の定年退職者に委ねており、また、役員は非常勤であり、経営の

責任感が強いとはいえない制度で運営されてきたと言わざるを得ない。今回の監査で、リ

ーダーには殆ど会うことができず、代理人（専務・常務理事等）からも責任ある発言は少

なかった。こちらは経営上の問題点と今後の改革の意識を問うているのに対して、事務管

理者的発想から現状説明に終始することが多かったように思われる。これは意識の相違で

ある。
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別の項でも述べたように、現場責任者は常勤役員となって役員会で積極的に改革の意見

を出さなければならない。そうしないと民間事業者との競争で指定管理者に選ばれる可能

性が低くなることが懸念される。専務取締役、常務理事、事務局長、課長クラスの人材を

活性化しなければならない。

� 早期退職制度の導入を検討すべきである。

人事制度の改革にはある意味でリストラが係わってくる。民間では早期退職制度を導入

し人材の活性化を図っている。最近では自治体でも導入を表明しており、早いところでは

２８歳から退職希望者を募っている自治体もあるようである。年功序列型の人事制度から新

しい人事制度へ移行する時のクッションとして早期退職制度の導入が有効である。

� 外郭団体の統合により財政縮小と経営力強化を図るべきである。

公の施設の管理に関しては、県から委託を受けた法人が自ら管理業務を行っているとこ

ろは少ない。多くの場合、さらに外部委託しており、外部委託費（例えば、清掃業務、植

栽管理、エレベーター管理、駐車場管理など）が多額になっている外郭団体が殆どである。

したがって、外郭団体を統合しても施設管理面に関して実務上の弊害は生じず、その結

果、外部委託費や維持管理費等の業務コストの低減、ひいては業務集約化による効率性アッ

プ・経営力強化が期待でき、指定管理者制度導入後の民間事業者との競争力強化が期待で

きる。

８．外郭団体経営における経済性
� 人件費について

松山観光港ターミナル�、愛媛エフ・エー・ゼット�、松山空港ビル�、（社福）愛媛県
社会福祉事業団、�愛媛県スポーツ振興事業団、�愛媛県埋蔵文化財調査センター、�愛
媛県文化振興財団、�愛媛県動物園協会及び�愛媛県廃棄物処理センターについては、平
成１４年度の人件費支払額に関して、給与台帳・時間外勤務命令（承認）簿等を閲覧し内容

を検討したが、重要な指摘事項は認められず適正に処理されていた。

� 南レク�
Ａ：現況

賃金規程のなかで道路通行料金徴収業務の従事者に対して下記の手当を支給している。

（手当の名称）徴収手当

（支給金額） １時間あたり１００円を手当として上乗せ支給する。ただし、全勤務が早出

のみの場合は５０円とする。

（支給内容） 県道路公社より当社が業務委託されている「西海有料道路の通行料金徴収

業務」の従事者に対する不規則・不快手当として支給

（支給実績） 平成１４年度は８名に対して総額１，１９１千円を支給

Ｂ：評価

支給する理由として、同有料道路通行料金徴収所の勤務形態が早朝（５時３０分）から深

夜（２４時３０分）までを二交代制とするローテーションであり、個々の勤務時間が不規則で
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あること、また、常に排気ガスに見舞われ不健全であること等を鑑み、特殊勤務手当とし

て通常の時給とは別に支給しているとの説明を受けた。

しかし、同有料道路の平成１４年度の通行台数は４９７，７９１台、１時間あたりの単純平均通行

台数は上下線合わせても７２台とそれほど多い通行量ではなく、従業員の過去の既得権益が

そのまま継続されているのではないだろうか。また、料金徴収業務自体が従事者にとって

の本来業務であり、それにあえて上乗せ支給する必然性もあるものとは思われない。

Ｃ：結果・提案

徴収手当の支給は取りやめる必要がある。

� �えひめ女性財団
Ａ：現況

理事会とは別個の組織体である運営審議会（年２回開催）の委員１８名に対しては、月次

の定額報酬は支払っていないが、委員会出席時には県規程に準ずる日当及び旅費（県規程

と同額）を支給している。

この費用は年間で約３０万円程度と見込まれるが、そもそもこの「運営審議会」自体の財

団内での位置づけが不明確である。

Ｂ：評価

寄附行為第２９条第２項によれば、運営審議会の役割として「理事長の諮問に応じ、及び

理事長に対し必要と認める事項について助言する。」とされているが、現在の理事会の構

成は１６名のうち１５名が非常勤の外部理事であり各界を代表して就任している状況である。

運営審議会も外部の学識経験者・産業界・女性団体・行政関係を代表して就任しており、

両者の役割が重複している点が認められる。また、運営審議会として特に活発な活動を行っ

ているわけでもない。

Ｃ：結果・提案

運営審議会と理事会の役割分担をさらに明確にして、運営審議会本来の機能を積極的に

果たしていくような措置を講じていく必要がある。

� 外部委託費について

松山空港ビル�、�えひめ女性財団、�愛媛県スポーツ振興事業団、�愛媛県埋蔵文化
財調査センター及び�愛媛県廃棄物処理センターについては、平成１４年度（必要に応じて
平成１２年度まで遡及）の外部委託費支払額に関して、契約書・仕様書・稟議書・支出関係

書類等を閲覧し、内容を検討したが、特に異常点は認められず、適正に処理されていた。

� 南レク�
� 植栽管理業務について

Ａ：現況

南レク施設は南予地域の各地に点在し、公園等施設としての面積も相当広いものである

ため、下記の８地区に細分して地区ごとに地場６社の造園業者による指名競争入札制度を

導入している。この入札に関する手続・執行面については適正に処理されており、事務手

続上の問題点は認められなかった。
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この８地区の最近４年間の入札結果は下記のとおりである。

（単位：千円、税込み）

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

南楽園Ａ地区

落札業者 Ａ社 Ａ社 Ａ社 Ａ社

落札価格ａ １５，３３０ １４，２８０ １４，２８０ １３，０２０

予定価格ｂ １５，３３９ １４，３３８ １４，３３８ １３，０８６

ａ／ｂの比較（％） ９９．９％ ９９．６％ ９９．６％ ９９．５％

南楽園Ｂ地区

落札業者 Ｂ社 Ｂ社 Ｂ社 Ｂ社

落札価格ａ ２２，０５０ ２０，５８０ １９，９５０ １９，９５０

予定価格ｂ ２２，２２９ ２０，６２８ ２０，１４０ ２０，０３５

ａ／ｂの比較（％） ９９．２％ ９９．８％ ９９．１％ ９９．６％

本干拓地区

落札業者 Ｃ社 Ｃ社 Ｃ社 Ｃ社

落札価格ａ １５，７５０ １３，４４０ １３，４４０ １２，３９０

予定価格ｂ １５，８７３ １３，５２１ １３，５２１ １２，４７９

ａ／ｂの比較（％） ９９．２％ ９９．４％ ９９．４％ ９９．３％

大森山地区

落札業者 Ｄ社 Ｄ社 Ｄ社 Ｄ社

落札価格ａ １５，８５５ １３，６５０ １３，６５０ １２，６００

予定価格ｂ １５，９１３ １３，７５０ １３，７５０ １２，６５９

ａ／ｂの比較（％） ９９．６％ ９９．３％ ９９．３％ ９９．５％

馬瀬山地区

落札業者 Ｅ社 Ｅ社 Ｅ社 Ｅ社

落札価格ａ １３，６５０ １２，０７５ １２，０７５ １１，０２５

予定価格ｂ １３，６８９ １２，１３２ １２，１３２ １１，１１５

ａ／ｂの比較（％） ９９．７％ ９９．５％ ９９．５％ ９９．２％

貝塚地区

落札業者 Ｆ社 Ｆ社 Ｆ社 Ｆ社

落札価格ａ ５，７７５ ５，３５５ ５，３５５ ３，５７０

予定価格ｂ ６，２２０ ５，３６１ ５，３６１ ３，７２７

ａ／ｂの比較（％） ９２．８％ ９９．９％ ９９．９％ ９５．８％

松軒山Ａ地区

落札業者 Ｄ社 Ｄ社 Ｄ社 Ｄ社

落札価格ａ １３，０２０ １１，３４０ １１，３４０ １０，６０５

予定価格ｂ １３，０５７ １１，３４３ １１，３４３ １０，６４０

ａ／ｂの比較（％） ９９．７％ １００．０％ １００．０％ ９９．７％

松軒山Ｂ地区

落札業者 Ｅ社 Ｅ社 Ｅ社 Ｅ社

落札価格ａ １２，６００ １１，２３５ １１，２３５ １０，５００

予定価格ｂ １２，６３０ １１，２５８ １１，２５８ １０，６７４

ａ／ｂの比較（％） ９９．８％ ９９．８％ ９９．８％ ９８．４％
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Ｂ：評価

上記を見て分かるとおり、８地区の業務は入札に参加している地元６社が毎年同一地区

を連続して落札し続けており、また、その予定価格に対する落札価格の割合は、平成１４年

度の８地区平均は９９．５％と高水準の値になっている。

会社の経営数値悪化、県からの委託料の削減に伴い、平成１２年度、１５年度には全体的に

入札予定価格の引き下げ等により、契約価格の減少努力を行っている点は認められるが、

上記の落札業者と２番札業者との入札金額差額は１０万円か２０万円で各地区とも毎年推移し

ている点に違和感を感じざるをえない。

この点について当社に対して

「８地区の一括契約あるいは近隣施設同士を集約化しての発注方式とすることにより、

業者の管理コスト減を図り、それによって予定価格を引き下げて委託費をさらに削減する

ことを検討してはどうか。」を提案した。

これに対する当社よりの回答は下記のとおりであった。

・入札は適正に実施されており、業務の特殊性から結果的に工区と業者が特定したも

のではないか。

・工区の一括入札執行によるコスト削減については、１社で全区域を維持管理するこ

とは不可能であり、結果的には孫請け業者を増やすことになり、経費の削減や効率

化になるか否か、はなはだ疑問である。

・今後の方針については、競争入札とすることの是非や長期契約（３～５年）方式、

工区の統廃合等については、今後の検討課題としたい。

Ｃ：結果・提案

現在の入札結果の不自然さや当社のここ数年の経営成績から考えても、入札制度や委託

費のさらなる削減努力を早急に図るべきと思われるにもかかわらず、上記のような現状容

認の回答であり、積極的な改革意欲・姿勢は感じ取れなかった。

これについては、やはり現行の発注方法を見直し、発注地区の集約化による合理化等を

検討すべきである。

� 樋門管理業務について

Ａ：現況

当社では南楽園内の池から海への排水路の樋門２か所について開閉業務を外部委託して

いる。

（相手先）津島町

（内 容）南楽園内の池から海への排水路の樋門２か所の開閉業務委託

同樋門は台風や大雨時に適時に開閉しないと、南楽園や上流の民間田畑が冠

水するため、その開閉作業を津島町経由で地元の２自治会に委託していると

のことである。

（金 額）１，０６０千円（税抜き）

Ｂ：評価

契約書第９条によれば、作業に関する「実績報告書」を南レク�に提出することとなっ
ているが、同報告書が提出されていないため、作業の実態が不明確である。また、毎年上

記の固定的金額を支出しているが、その金額算定根拠も特に計算されたものではない。
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Ｃ：結果・提案

作業内容の実態を再確認するとともに、金額の積算根拠を明確にして、現状の固定費支

払い方式としておくか、実際の作業回数・作業時間に応じて支払う等の変動費方式のいず

れにすべきかを検討すべきである。

� 愛媛エフ・エー・ゼット�
� アイテムえひめの館内清掃業務について

Ａ：現況

当社の外部委託費で最も金額が大きいのが当業務であるが、ここ４年間の６社指名競争

入札結果の推移は下記のとおりであり、結果として同一業者が毎年落札し続けている。

予定価格（税抜き） 落札業者 落札価格（税抜き） 落札率

平成１２年度 ４９，３９４千円 Ａ社 ４９，０００千円 ９９．２０％

平成１３年度 ４９，８２５ Ａ社 ４９，７４５ ９９．８４％

平成１４年度 ４８，５７０ Ａ社 ４８，５００ ９９．８６％

平成１５年度 ４８，７７０ Ａ社 ４８，７００ ９９．８６％

Ｂ：評価

入札価格については、毎年度業務内容の見直しがあるため、若干の上下幅はあるが、全

体的には作業回数の見直しや単価引き下げ等による委託費削減努力を図っている点は認め

られる。しかし、結果的に同一業者が毎年落札し続けており、その点に違和感を感じる。

Ｃ：結果・提案

下記�のＣ：結果・提案を参照。
� アイロットの清掃業務について

Ａ：現況

アイロットはアイテムえひめから数百�離れた場所にあり、建屋等清掃業務は特定の１
社との随意契約によっている。ここ４年間の随意契約の結果は下記の推移である。

契約価格（税抜き）

平成１２年度 ６，４７０千円

平成１３年度 ５，９４０

平成１４年度 ５，９４０

平成１５年度 ３，８１６（作業内容の減少による低下）

Ｂ：評価

稟議書によれば同社選定理由として、「開設以来同社に委託、今まで適切に執行、協力

的等」の理由は書かれているが、これをもって随意契約とする必然性・合理性は認められ

ない。

Ｃ：結果・提案

競争入札制度を導入するか、あるいは前記のアイテムえひめの館内清掃業務と併せた業

務委託として競争入札制度を実施することにより、さらなるコストダウンを図ることを検

討する必要がある。

なお、植栽業務についてもアイテムえひめとアイロットが別々の相手先に委託している

が、上記と同様に、両方併せて委託すればコストダウンにつながるものと考えられる。
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� 松山観光港ターミナル�
Ａ：現況

当社のターミナルビル等の固定資産にかかる様々な委託料については、当社と県との間

で一定の基準に基づき、それぞれの負担割合を取り決めている。例えば、人件費（平成１４

年度は職員３名分の人件費の一部を県が負担しており、県の負担額実績は９，５７４千円）に

ついては、県と当社との間で最初に区分した建設事業費の割合（県：５９．４％、当社４０．６％）

によっている。

Ｂ：評価

昇降機・浄化槽保守点検費用については、平成１４年度までは所有割合の按分により県が

１００％負担していたものを、平成１５年度から建設事業費の割合で按分することに計算方法

が変更されているが、これは利用実態にあわせて見直したもので、合理的であり評価でき

る。

ただし、人件費の割合を建設事業費割合とし、人件費の対象人員を平成１５年度からは部

長（プロパー）１名分に減少変更したことは、当社の平成１４年度決算が黒字決算であった

ことにより負担の変更を行ったものと認められ、株式会社が公の施設を管理していくこと

から見れば不合理である。

Ｃ：結果・提案

当社の県からの委託業務内容は、観光港ターミナルビル施設の維持管理であり、毎年行

う業務内容は清掃業務、機器の保守点検業務、警備業務等、定型的業務である。したがっ

て、上記のような当社の決算内容に応じて委託料を変動させるよりも、県から当社への委

託料は全体維持管理業務を含んだ定額方式とし、今後の指定管理者制度の導入を控え、後

は当社の自主運営努力に任せて自主事業の運営やコストダウン方策を採らせることが最終

的には県と当社のコストダウン並びに当社のモチベーションアップになるのではないか。

� （社福）愛媛県社会福祉事業団
� 身体障害者福祉センターの清掃作業について

Ａ：現況

当該清掃業務の関係書類としては契約書、仕様書、委託業務完了報告書（月次ベース）

が存するが、委託業務完了報告書では仕様書に基づいた作業が実際に実施されているかど

うか不明確な様式になっている。その他のセンター（障害者更生センター・視聴覚福祉セ

ンター）では月次ベースの「清掃実施計画」を提出させて作業内容を確認しているため、

特に問題はない。

Ｂ：評価及びＣ：結果・提案

身体障害者福祉センターでは、施設管理担当者１名が個人の覚えとして業務日記的なも

のをノートにつけているため、当該個人の覚えを「業務日誌」として、様式化して正規書

類として活用するか、他のセンターと同様に「清掃実施計画」を提出させて作業内容の確

認を行うことが必要である。

� 障害者更生センター及び視聴覚福祉センターの清掃業務について

Ａ：現況、Ｂ：評価及びＣ：結果・提案

上記の２施設の清掃業務に関する指名競争入札の執行手続は適切に実施されており、問
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題点は認められないが、身体障害者福祉センターを含む３施設は隣接場所にあるため、３

施設まとめての入札にした方がコストダウンにつながるのではないか。

なお、平成１５年度は県予算１０％カットもあり、清掃作業については、作業範囲の縮小（例

えば日常清掃は事業団職員がする等）で契約金額を大幅に減らしてコストダウンを図って

いる。

� えひめこどもの城の遊具運行の委託業務（平成１４年度実績９８百万円／年）について

Ａ：現況

遊具運行の委託業務の確認方法について、仕様書上は受託者側が「業務員名簿」を提出

することになっているが、提出されていない。また、こどもの城側も契約書に基づく人数

が来ているかどうかの確認はしていない。受託者からの月次の請求書も単に金額記載のみ

の請求書で、作業内容が判明する内訳明細等は添付していない。したがって、仕様書どお

りの作業が実施されているかどうかが不明確である。

Ｂ：評価、Ｃ：結果・提案

作業が契約書・仕様書どおり実施されているかどうか確認する必要がある。今後は、業

務員名簿の入手及び月時請求段階で日別・施設別の従事者リストを提出させる等で、契約

書どおりの作業が行われているか確認する必要がある。

� �愛媛県文化振興財団
Ａ：現況

主たる委託料である愛媛県民文化会館清掃業務（平成１４年度決算額４８百万円／年）につ

いては７社による指名競争入札制度を採っているが、毎年連続して同一業者が落札し続け

ている。

Ｂ：評価及びＣ：結果・提案

入札に関する事務・執行手続は適正に実施されているが、同一業者が毎年落札し続けて

いることに違和感がある。

また、財団側で清掃業務の予定価格の積算根拠として、開館当初に策定した積算基礎に

基づき「清掃業務経費算定」を策定し予定価格の根拠としているが、策定当時と現在では

各種の前提条件等が変化してきており、その内容の見直しが必要になっているとの説明を

受けた。現状に合った見直しを行い、その結果に基づいた予定価格の積算が必要である。

なお、県人事委員会勧告により、県職員の人件費が３年連続して減少されたことや予算

上の厳しさの観点から、当財団では随意契約する委託業務全般にわたって、平成１５年度は

契約金額を基本的に２％カットして、委託料のコストダウンを図っている。この点は、本

来であれば県職員の人件費が減少を開始した平成１３年度から委託料をカットしていくべき

であったと考える。

� �愛媛県動物園協会
� 植栽管理業務について

Ａ：現況

当協会で金額的に最大の委託費は、園内の「植栽管理業務」であるが、敷地面積が広い

ため、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４工区に分けて、それぞれ１０社程度の指名競争入札制度を採用し
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ており、ここ３年間の落札状況の推移は下記のとおりである。

（単位：千円、税抜き）

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度

Ａ工区

落札業者 Ａ社 Ａ社 Ａ社

落札価格ａ １４，４００ １１，０００ １２，０００

予定価格ｂ １４，５３６ １１，５６３ １２，０５０

ａ／ｂの比率（％） ９９．１％ ９５．１％ ９９．６％

Ｂ工区

落札業者 Ｂ社 Ｂ社 Ｂ社

落札価格ａ １３，６００ １０，７００ １０，７００

予定価格ｂ １３，６１６ １０，８７０ １１，０１７

ａ／ｂの比率（％） ９９．９％ ９８．４％ ９７．１％

Ｃ工区

落札業者 Ｃ社 Ｃ社 Ｃ社

落札価格ａ １６，０００ １２，０００ １２，３００

予定価格ｂ １６，１４６ １２，１９７ １２，３８９

ａ／ｂの比率（％） ９９．１％ ９８．４％ ９９．３％

Ｄ工区

落札業者 Ｄ社 Ｄ社 Ｄ社

落札価格ａ １３，５００ １０，０００ １０，０００

予定価格ｂ １３，７６３ １０，１０８ １０，０５８

ａ／ｂの比率（％） ９８．１％ ９８．９％ ９９．４％

Ｂ：評価

上記のとおり、４工区については毎年同一業者が連続して落札し続けている。入札の事

務・執行手続については、形式上何ら問題はなく適正に執行されているが、落札結果だけ

からすれば、違和感を感じざるを得ない。

Ｃ：結果・提案

各工区の統合化による一括発注等でコストダウンや指名業者の入れ換えを検討するとと

もに、また、現在植栽業者に委託している「除草作業」や「散水作業」については、委託

業務から切り離して地元のシルバー人材センターを活用する等すれば、更なるコストダウ

ンが図れることが期待される。

� 清掃業務について

Ａ：現況

園内清掃業務と駐車場清掃業務があり、平成１４年度では合わせて１３百万円程度の発注で

ある。４社指名競争入札制度を採用しているが、両清掃業務ともそれぞれ同一業者が毎年

連続して落札し続けている。

Ｂ：評価及びＣ：結果・提案

これについても植栽管理業務と同様の違和感がある。植栽管理業務と同様の対応が必要

である。

４９



� その他の経費について

南レク�、愛媛エフ・エー・ゼット�、松山観光港ターミナル�、松山空港ビル�、（社
福）愛媛県社会福祉事業団、�愛媛県文化振興財団、�愛媛県スポーツ振興事業団、�愛
媛県埋蔵文化財調査センター及び�愛媛県廃棄物処理センターについては、平成１４年度（必
要に応じて平成１２年度まで遡及）の一般経費（主として旅費交通費、修繕費、需用費等）

に関して、稟議書・請求書・支出関係書類等を閲覧し、内容を検討したが、特に異常点は

認められず、適正に処理されていた。

� �えひめ女性財団
Ａ：現況及びＢ：評価

平成１４年度当財団の受託事業費の需用費２０，２８４千円の内容を閲覧した結果、下記のとおり

本来資産計上処理すべきものが需用費として単年度費用処理しているものが認められた。

� 総合相談センター間仕切りパーティション改修工事 ４０万円（税込み）

平成１５年３月に費用処理されているが実質は間仕切りの増設工事であり、本来は資産計

上すべきものである。

� 自転車置場上屋新設工事 ５２５千円（税込み）

平成１５年３月に費用処理されているが構築物の新設工事であり、本来は資産計上すべき

ものである。

Ｃ：結果・提案

現行では新たな資産の取得を当財団が行うことを県が認めていないため、上記のような

事象が発生している。今後は内容に応じた適切な会計処理が必要である。

� �愛媛県動物園協会
Ａ：現況及びＢ：評価

平成１４年度の当協会修繕費決算額は１４，８９７千円であり、その支出内容について関係資料

を閲覧したが、動物園はすべて県有施設であるため、本来は県が資本的支出として実施す

べきと思われるものについて、当協会が修繕費として支出していたものが下記のとおり散

見された。

・類人猿舎給水ユニットポンプ２基取替え工事 ５８２千円

・ごみ置場屋根新設工事 ５４０千円

・トラ舎中水横水栓新設工事 ２１０千円

・マレーバク寝室のマット新規設置工事 ４０９千円

・シマウマオリックス舎扉増設工事 ２９７千円

Ｃ：結果・提案

現行では、新たな資産の取得を当協会が行うことを県が認めていないため、上記のよう

な事象が発生している。動物飼育業務の特性として緊急な資産取得を要する場合もあるた

め、協会が独自で資産を取得できる方法（例えば、一定金額以下の資産取得を認める等）

を検討する必要がある。
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� 備品管理の状況について

� 愛媛エフ・エー・ゼット�
Ａ：現況及びＢ：評価

法人として年２回（２月、８月）、利用者への貸出用備品（県有財産）の実地棚卸を実

施しているとのことであるが、この棚卸結果の県への報告がなされていない。

直近（平成１５年８月１６日実施）の備品棚卸実施結果を閲覧したが、帳簿在庫と現物在庫

の不一致が下記のとおり一部認められる。

帳簿数量 実際数量 差引不足

脚折りたたみテープル ６６６ ６６３ ３脚

折りたたみ椅子 ４，０００ ３，９７９ ２１脚

パーテーションパネル １０６ １０１ ５台

トランシーバー� ２５ １４ １１台

パラソル（ベース付）� １０ ３ ７セット

スタッキングチェアー ８９２ ８８０ １２脚

�トランシーバーとパラソルは現物は存在するが、破損により使用不能状態である。

Ｃ：結果・提案

貸出用備品及び当社の使用備品については、現物照合を定期的に実施するとともに、当

社の主たる業務の一つである「県有財産の管理受託」を明らかにするためにも、使用備品

と貸出用備品とを併せて、棚卸し結果を県へ報告するシステム並びに現物が不足・破損し

ている場合の弁償・費用負担制度を検討する必要がある。

� �愛媛県文化振興財団
Ａ：現況及びＢ：評価

当財団内に存する備品については、県有財産と財団財産があり、県有財産についてはそ

の保管・管理業務を当財団が受託している。県有財産の管理簿としては「備品管理簿」が

あり、財団財産の管理簿としては「固定資産管理簿」、「物品管理簿」があるが、現物と

台帳の照合が十分に実施されておらず、また、本来「物品管理簿」に記載すべき物品購入

が記載されていないケースも認められた。

（事例）平成１４年度に生活文化センターで購入した座卓２８０千円（税抜き）が物品管理簿

に記載漏れ

Ｃ：結果・提案

今後の適切な物品管理（現物実査や管理簿との照合等）の改善が必要である。

� その他の事項について

� （社福）愛媛県社会福祉事業団
入居者の預金通帳等の保管管理について

Ａ：現況

わかば寮（知的障害者通勤寮）は現在男女合わせて３０名（満室）の入寮者がいるが、各

人の預金通帳の保管管理は事業団の寮担当者が実施しており、その預金残高は数百万円か
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ら多い人では１千万円超もいる。これについては、入出金管理状況のヒアリング、入出金

伝票、個人別管理簿、通帳閲覧等の結果、特に問題はなかった。

また、松前清流園入園者の預かり預金について各人別の預金台帳と定期預金証書の整合

性について一部を試査的に実査した結果、差異のあるものが１件認められた。

現物証書５枚残高 ４，１７５，６００円

預金台帳 ３，７０１，６００円

差異 ４７４，０００円

原因・・・郵便局定額貯金証書１枚４７４，０００円の預金台帳への記載漏れ

預金台帳では、担当者から、上司、園長まで全員の確認印が捺印されているが、実際に

は十分な現物チェックが行われていない。なお、その他の入園者の預金についても、事後、

事業団の担当者に全件チェックを依頼したが、定期預金証書の記載金額と帳簿の記載金額

に差異のあるものが３件認められたとのことである。これについては利息相当分をすべて

預金台帳へ記載していなかったことによる旨の報告を受けた。

Ｂ：評価

入所者の預金通帳の保管管理が発生するのは３施設（わかば寮、松前清流園、重信清愛

園）であるが、その合計額は約３億円と非常に多額になっている。施設入所者はいわゆる

社会的弱者であり、預金管理を含めた日常生活管理も事業団の使命として社会から大きく

期待されていることを鑑みれば、次のような改善が必要である。

Ｃ：結果・提案

事業団として各施設統一した処理マニュアルを作成し、事故の発生しないシステムに改

善する必要がある。特に退所者への返還については十分な証拠資料、受け取りが判明する

資料を入手していないため、今後の早急な改善が必要である。

� �愛媛県動物園協会
東口ゲートの存在意義について

Ａ：現況

当動物園の外部からの入場口は、正門と東口ゲートの２か所があるが、東口ゲートの利

用者はきわめて僅少であり、ゲートの存在意義が認められない状況にある。

平成１４年度の東口ゲートからの入園者（幼児等の無料入園者は含み、再入園者（無料）

は除く）数は、２，２０５名であり、開園日数で割った１日あたりの単純平均利用者数は、７．１

人にすぎない。

そもそも東口ゲートは、当初、総合運動公園のこども広場やキャンプ場等との連絡のた

め設けられ、隣接する「えひめこどもの城」開園後は、両施設間の連絡道路利用者の利用

に供しているものである。連絡道路を利用すると東口ゲートからこどもの城までは徒歩１０

分程度の距離ではあるが、急勾配で段差のある道を一山越える必要があり、ベビーカーや

高齢者では困難かつ危険な歩道になっている。現実的にも、動物園とこどもの城間を往復

して行き来するのには、ほとんど利用されていない状況である。

もともとは動物園とこどもの城間に連絡橋を架ける構想があったが立ち消えになった経

緯があり、この結果、東口ゲートを絶えず開けておき、こどもの城への連絡道路とするよ

うにしたとのことである。
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Ｂ：評価

東口ゲートの経済性を検討してみると、

収入 有料入園者割合が園全体では約７０％のため、

２，２０５人（平成１４年度東口ゲート入園者数）×７０％＝１，５５０人が有料入園者

有料入園者のうち、大人（３００円）と子供（１４才以下１００円）の比率は、園全

体では、大人：子供＝４：１程度のため、

１，５５０人×８０％×３００円＋１，５５０人×２０％×１００円＝４０３，０００円

費用 日々雇用者が１名常駐しており、その直接人件費は約１５５万円／年

つまり、東口ゲートは１５５万円かけて４０万円を稼いでいることになり、極めて不効率と

いえる。

Ｃ：結果・提案

利用者数も少なく経済的効率性もないことからすれば、東口ゲートは閉鎖するか、ある

いは自動券売機を導入してチケットＢＯＸを設置する等、改善すべきである。

� 法人税・消費税の課税・申告状況について

Ａ：現況

今回往査した１１法人のうち、株式会社４社を除く７法人の平成１４年度の収益事業に関す

る法人税・消費税の課税・申告状況は下記のとおりである。

法人税 消費税

（社福）愛媛県社会福祉事業団 ０円 ０円

�愛媛県スポーツ振興事業団 ０円 ６，７０３，０００円

�愛媛県埋蔵文化財調査センター ７，１８３，６００円 ２６，１５７，０００円

�愛媛県文化振興財団 ０円 ６，２０９，７００円

�愛媛県動物園協会 １，９５７，１００円 ２，７０４，３００円

�えひめ女性財団 ０円 ２，０１６，１００円

�愛媛県廃棄物処理センター ０円 １０，５２８，３００円

Ｂ：評価

財団法人が実施した自主収益事業の結果として課税関係が発生することは何ら問題ない

が、上記７法人のうち、�愛媛県埋蔵文化財調査センターについては、要した費用相当額
を県に委託料として県に請求する、あるいは県から収受した委託料の範囲内で事業を実施

するといった収支均衡的な考えのもとに運営されているため、わざわざ利益を出して法人

税等を納付する必然性はない。

Ｃ：結果・提案

�愛媛県埋蔵文化財調査センターについては、実費弁償方式によって損益を発生させな
いようにして、税金負担を軽減する方法を検討する必要がある。

以 上

５３


